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第 1章 序論 

1・1．研究背景 

日本は世界でも有数の地震国である．1995 年に発生した兵庫県南部地震からこの 23

年の間に，気象庁震度階級最大の震度 7 を記録した地震は 6 回を数える．中でも国内観

測史上最大の Mw9.0 を記録した 2011 年の東北地方太平洋沖地震は，その被害も観測史

上最大のものとなった．複数の断層が連動しながら稼働したため，大きな揺れが長時間

にわたり，三陸の沿岸には大津波が押し寄せた．この甚大な津波被害のため，地震単独

の被害状況は不明のままであるが，新しい地震対策の課題として長時間地震が挙げられ

るようになった．また，同地震の被害は東北だけに留まらず，遠方の地域においては，

地震の長周期成分が堆積層で増幅しながら伝播する長周期地震動が，関東や大阪の高層

構造物に被害をもたらせた．更には地震と津波により，福島第一発電所をはじめとする

多くの発電所が被災し，電力不足に陥ったことで東日本の多くの地域で計画停電が行わ

れた．これは，被災地を除いて行われたものの，広域における産業の停滞や物流の流通

性低下を招いたことで，間接的に支援復旧の遅延に繋がっただけに留まらず，高度情報

化社会となる日本において，大きな経済的損失に繋がった．2018年に発生した北海道胆

振東部地震では，地震の直接的な被害額は，約 120億円と算出された．この地震では石

炭火力発電施設である苫東厚真発電所が停止したが，この停止を始め，地震を起因とし

た停電による直接的な被害額は約 136億円と算出され，更に停電により営業や操業を取

りやめたことによる売上影響額は約 1,318億円と推定されている．これらの地震の総合

的な被害の経済的損失から，現代社会における電力安定供給の重要度が高いことを窺い

知ることができる． 

電力施設の耐震性向上は，原子力施設においては積極的な研究成果が公表されている

が，その他施設においては研究開発こそされているものの，その事例や導入実績が多い

わけではない．東北地方太平洋沖地震以降，図 1・1 に示すように日本国内では原子力

発電が停止され，その大部分を火力発電で補っているが，火力発電施設でも同様である．

特に国内の火力発電施設は，東北地方太平洋沖地震発生までに原子力発電を推進する政

策があったこともあり，全体として老朽化傾向にある．図 1・2 には 2014 年に調査した

当時の火力発電施設の経過年数を示す．同施設の耐用年数は 30 年といわれている中，

大半がそれを超えて使用されていることがわかる．  

中には，起動・停止が早く世界基準でも高い環境性を有したコンバインドサイクルを

採用した LNG 火力発電施設は，原子力発電の補助電源として積極的に導入されてきた

事例もあるが，それ以外の施設は，同地震直後の電力不足を補うために，老朽化により

停止していた設備を緊急稼働し，その後に再整備したうえで現在に至っているものもあ

る．同地震から現在リプレイスの計画が発表されているものもあるが，より安価な資源
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でベースロード電源を担うことのできる石炭火力発電施設は老朽化したままとなって

いる施設も多い中，今後も東海地方などで M8 クラス，首都及びその周辺地域において

M7 クラスの大地震が予測されており，火力発電所の耐震性向上が望まれている 1-(1)(2)．  

一方，耐震性向上の技術は，従来の耐震設計に加えて免震，制振技術が開発されてお

り，兵庫県南部地震以降から現在までに，様々な研究開発がなされ，実用化されてきた．

その多くは，機械分野では原子力発電施設、その他は建築や土木の構造物が中心となる

が，東北地方太平洋沖地震でもその効果が確認されただけにとどまらず，国内観測史上

はじめて震度 7 の地震が 2 回発生した 2016 年熊本地震でも実証されている．しかしな

がら，東北地方太平洋沖地震では長周期長時間地震，熊本地震では大地震の繰り返し，

という新たな課題も発生し，今後更なる技術の発展が望まれている．普及についても更

なる拡大が望まれ、建築分野の免震，制振技術を例に挙げると，2000 年までに建てられ

た棟数が 2015 年までに約 4 倍、同じく制振で約 3 倍と大幅に発展している．図 1・3 に

は，日本免震構造協会が開示している免震・制振建物の棟数の推移を示す．一方，2008

年の建築着工件数と免震，制振構造物の比率は 5%程度であり，今後更なる普及と建築，

土木構造物以外への展開が期待されている． 

 

 

図 1・1．電気事業連合会における年間発電量と発電内訳の調査結果 1-(3) 
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図 1・2．2014 年に調査した国内火力発電施設（320 基）における耐用年数 

 

 

図 1・3．建築における免震・制振構造物の棟数の推移 1-(4) 
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1・2．研究の目的 

現在の日本国内は高度に情報化・産業化が進み，東日本大震災をはじめとする多くの

大地震において，改めて電力安定供給の重要度を再認識した．今後も東海地方などで M8

クラス，首都及びその周辺地域においてM7クラスの大地震が予測されている背景から，

本研究では，電力施設の耐震性向上を図ることを目的とした．また，研究の対象は，現

在の日本の主たる電源である火力発電から，ベースロード電源を担っている石炭火力発

電施設とした．その中でもボイラ構造物は，主要設備のボイラが大規模なため，構造が

高層化する傾向があり，ボイラ本体の熱膨張を逃がすため上端で懸垂支持構造となるこ

とから，地震によって揺れやすい．そのため，現行技術ではボイラと支持構造物の間に、

振れ止め装置が設置されている．一部ではその振れ止め装置がエネルギ吸収を図り，制

振化している技術もあり，高度化の開発も進められている 1-(5)(6)(7)．しかしながら，現行

装置の多くは，鋼材の塑性変形を利用しており，1 度の大地震には有効であるが，長時

間の地震や大地震の繰返しに対しては，変形の繰返しに伴う金属疲労が懸念される．そ

こで筆者らは，石炭火力発電所のボイラ構造物の振れ止め装置設置部に，制振技術で使

用されるダンパを設置することを提案する．該当部にダンパを設置することは、従来の

産業施設設計を変更することなく適用が可能となるため，その効果だけにとどまらず実

用化にも重きを置いた施策となる． 

ボイラ構造物で制振技術を適用する場合，支持構造物とボイラ本体が大小様々な配管

や多種多様な機器と連結されているため，最大相対変位を抑制できること，稼働する相

対変位の総量が抑制できること，そして現行同等程度若しくはそれ以下の応答加速度と

なることが求められる．層間にダンパを配し，エネルギを吸収する手法こそ建築構造物

の制振と似ていると言えるが，建築構造物では構造物の負担軽減と共に内部が居住空間

となるために，地震時の応答加速度低減を目的に設計が進められる．また，最大相対変

位を抑制する要求事項は，橋梁構造物における橋桁遊間量の変位に応答の移動量を収め

ようとする制振技術に比較的近いと言えるものの，稼働する相対変位の総量も抑制する，

及び加速度を考慮する設計は，橋梁構造物では重きが置かれていない場合が多い．従っ

て，石炭火力発電施設のボイラ構造物における制振技術の要求事項は他分野の制振と比

較して固有の条件ということができ，ダンパを用いた制振技術を，改めてこの固有性に

合わせて適応させる必要がある． 

また，本研究においては，単に制振化によって性能向上を図るだけではなく，兵庫県

南部沖地震以降，相次ぐ大地震の繰り返しや特性の知見を考慮する．特に，2011 年の東

北地方太平洋沖地震における長周期長時間地震，2016 年の熊本地震における震度 7 級

地震の二回発生など，を課題として挙げる．両地震の後に発生した余震回数の推移を，

図 1・5～1・6 に示す．現在の制振技術は，90 年代後半から 2000 年代前半に基本的な設

計思想が構築されており，当時は構造物の耐用期間における大地震 1 回を許容するもの
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であった．しかしながら，東北地方太平洋沖地震の継続時間や大規模余震，熊本地震で

の前震と本震ではその設計を超えてしまう．これらの課題に対しては既に技術対策が始

まっており 1-(8)，建築業界においては個別物件おける建築評定の他，日本免震構造協会

等では，デバイスメーカー間の技術レベル格差の縮小も含めて取り組まれている 1-(9)．

しかしながら，今回対象とするボイラ構造物を始めとする産業施設では，制振技術に要

求される事項も異なり固有の条件がありながらその特性が明らかになっていない． 

 本研究では，石炭火力発電所のボイラ構造物に求められるダンパ特性を探索し，その

ダンパ特性を有する制振ダンパを開発する．また開発したダンパの基本特性とボイラ構

造物への適応性を明らかにし，開発したダンパを用いたボイラ構造物に適用した場合の

制振効果の有効性を示す． 

 

 

図 1・4．磯子火力発電所全景（タワー型ボイラ）1-(10) 
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図 1・5．東北地方太平洋沖地震の余震回数 1-(11) 

海域で発生した主な地震の余震回数比較（※本震を含む） 
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図 1・6．熊本地震の余震回数 1-(12) 
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第 2章 ボイラ構造物の制振 

2・1．緒言 

本章では，ボイラ構造物に採用する制振技術を提案する．また地震応答解析から，

制振装置に適した特性を明らかにし，開発するダンパを決定する． 

 

2・2．ボイラ構造物の制振手法 

石炭火力発電の基本的な構造を，図 2・1 に示す．同発電は，石炭を燃焼させて蒸気

を発生させ，その蒸気にてタービンを廻して電力を得る．ボイラは，タービンと共に発

電の中枢を担う機器である．石炭火力は，火力発電の中でも比較的安価な材料である石

炭を燃料とするために，LNG より安価で大容量の電力が得やすい長所がある．反面，

LNG 火力発電よりも起動・停止が遅く，二酸化炭素の排出量が多いことが短所として

挙げられる．現在は，国内の原子力発電施設の殆んどが停止しているため，その長所を

活かして日本のベースロード電源を担っている． 

 

 

 

図 2・1．石炭火力発電所の基本的構造 2-(1) 

 

ボイラ構造物の概略図を図 2・2 に示す．ボイラ構造物は，前述のボイラとそれを支

持する支持構造物から構成される．ボイラは，大容量発電の源となる蒸気を大量に発生

させるため，大型化・高層化する傾向がある．また，大型化・高層化するボイラが石炭

を燃焼させるため高温化することで熱膨張を生じるが，その変形を逃がすために，支持
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構造物がボイラを懸垂状に支持する．そのため，構造的に揺れやすい．それを抑制する

ため，現行技術においては，ボイラと支持構造物の間に，振れ止め装置が設置されてい

る．振れ止め装置の大部分は，金属の塑性変形を利用したものであり，一部はその塑性

変形によるエネルギ吸収を利用した制振技術も採用されている．これらは，単発的な地

震には有効であり，過去の大地震においてもその効果を証明してきている．しかしなが

ら，現行技術は，金属塑性を利用しているために，大地震や余震が繰り返された場合に

は，損傷が危惧される．振れ止め装置の損傷は，支持構造物との衝突によるボイラ損傷

の因子となるが，ボイラの損傷は電力の安定供給や早期復旧のために防がなければなら

ない． 

 

 

図 2・2．ボイラ構造物概要図 2-(2) 
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そこで筆者らは，ボイラと支持構造物の間にこれまで建築・土木構造物で実績を重ね

てきた制振ダンパを採用する手法を提案する．同部位への制振ダンパの採用（以降、層

間設置方式と呼称）は，従来のボイラ構造物設計を変えることなく，装置のリプレイス

で耐震性能を向上させることができる．これにより，新設以外にも老朽化した施設に対

しても，耐震補強で使用できる． 

対策としては，この他に免震や付加質量型制振を採用する手法も考えられた．しかし

ながら，免震ではボイラ構造物自体の耐震性能の効果は高くなる一方，構造物全体の変

位量が増大化する．加えて，基礎を絶縁すること等，免震構造化に伴いプラント設計を

大きく変える必要がある．また，付加質量型では特定若しくは特定域の振動数の振動低

減は図れるが，ボイラはシンメトリな形状ではなく，主となる一次固有周期の他，ねじ

れ方向など多次元的な挙動を示すものに対する設計と最適化が難しいことから，採用を

見送った． 

 

 

     

                                       

 

図 2・3．振れ止めからダンパのリプレイスイメージ 

 

層間設置方法では，制振ダンパへの設計的な要求事項は現行の振れ止めとほぼ同等と

なる．要求事項は大きく三点に大別でき，第一に，ボイラ構造物は，支持構造物と内蔵

するボイラをはじめとする多種多様な機器が大小様々な配管で繋がっているために，ボ

イラと支持構造物間の変位（以降：相対変位と呼称）を許容値以下に収めることが必要

となる．更に，最大の相対変位を設計値以下に収めることに加え，有事の際に稼働する

以外の常時には，極力固定に近い状態であることが求められる．配管は，地震動以外に

も構成機器・部材の熱伸縮などの動きも考慮して設計され，それらは自在継手等で稼働

できるようになっている．しかしながら，自在継手は正負交番回数に限度があるため，

常時はほぼ固定であることが適する．また，ボイラ構造物では地震の加速度の影響を，

慣性力による構成部材の応力度評価として捉え，設計する．そのため，構造物の負荷低

減を目的に応答加速度低減が要求される．但しこの要求は，機器保全や大地震の際の安

Boiler Support 

Structure 

Boiler 

Support Structure 

Buckstay 

Stopper 
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全確保のため，ボイラ本体や構成機器及び配管らが健全であった上で必要となる．従っ

て，設計時の評価は，相対変位を優先する．但し，極端に変位を抑制する設計をした場

合，耐震構造のような剛な状態になる場合もあるため，応答加速度への配慮し，振れ止

めを設置した時と同等程度を目安とし，入力波の条件が厳しくなった場合も極端に加速

度が上昇しないこと，として評価する． 

 

2・3．適正な制振装置特性の探索 

本項では，ボイラ構造物で層間設置方式を採るため，現状の振れ止めの特性よりも有

効となる制振ダンパの特性を，地震応答解析により検証する． 

 

2・3・1．ボイラ構造物の解析モデル 

ボイラ構造物は，ボイラとそれを支える支持構造物から成る．ボイラは大容量発電の

ため，大型・高層化する．そのため，実際の構造物設計においては，多質点モデルや三

次元モデルで解析・設計される．しかしながら，相田らの既往の研究においては，地震

時に励起される振動モードは，比較的低次に限定され，主たる振動モードが二次モード

であることが示されており，二質点で簡易評価する手法が報告されている 2-(3)． 

そこで本解析では，ボイラ構造物を二質点に置き換え，モデル化する．ボイラ構造物

のモデル化について，図 2・4 に示す．制振ダンパを支持構造物とボイラの層間に設置

するが，そのモデル化については 2・3・2 項において後述する．解析モデルのパラメー

タは，既往の研究を参照 2-(4)し，ボイラと支持構造物の質量比 ms/mbを約 2.6，固有周期

は約 1.3 秒とした．構造減衰はレーリー減衰で付与し，その値は既往の研究を参照 2-(5)

し，5%とした． 

運動方程式について式(１)に示す．また，レーリー減衰の式について，式(2)に示す． 
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図 2・4．ボイラ構造物の二質点へのモデル化 

 

                                           (1) 

, , , ,  

 

C = αM＋βK                                 (2) 

α = 2ω1ω2×(h1ω2— h2ω1)／(ω2
2—ω1

2) 

β = 2(h2ω2—h1ω1)／(ω2
2—ω1

2) 

h1 = h2 = 0.05 : Damping constant of Reyleigh type 

ω1 : 1st Natural angular frequency 

ω2 : 2nd Natural angular frequency 

 

2・3・2．制振ダンパの解析モデル 

制振ダンパの特性は，一般的に抵抗力と変位若しくは抵抗力と速度の関係で表すこと

ができる．本解析においては，現行の振れ止めの他，建築構造物や土木構造物で用いら

れる代表的な二つのモデルを採用する．一つ目は，オイルダンパや粘性ダンパで用いら

れる粘性減衰であり，もう一つは，摩擦ダンパなどで用いられるバイリニアモデルであ

る． 

振れ止めの解析モデルは，変位と抵抗力の関係がバイリニアとなる解析モデルである．

このモデルは，既往の研究を参照 2-(6)に，一次剛性と二次剛性の比を 1/41，降伏変位を

約 7mm となる設定をした．バイリニアモデルについて，図 2・5 に示す． 
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粘性減衰の解析モデルは，Maxwell モデルを使用した．Maxwell モデルは，ばねと減

衰の要素が直列配置されたモデルであり，オイルダンパの解析モデルとして使用される

ことが多い．そのため，減衰の要素には，速度に比例する粘性減衰を入力し，剛性の要

素には本体剛性を入力した．本体剛性は，文献 2-(7)を参考にし，4.5mm で最大抵抗力に

到達するような剛性値とした．Maxwell モデルと粘性減衰について，図 2・6 に示す。 

摩擦ダンパなどで用いられるバイリニアモデルは，振れ止めを想定したバイリニアモ

デルと異なり，二次の剛性がほぼゼロとなることで，変位と抵抗力の関係が，矩形型と

なる（以降、矩形型バイリニアと呼称）．一次剛性は，各装置により相違があり，ここで

は振れ止めのバイリニアと特徴の差異をつけるため，降伏変位を 1mm として高い剛性

を付与した．矩形型バイリニアについて，図 2・7 に示す． 

 

  

 

図 2・5．バイリニアモデル（左：変位と抵抗力の関係、右：各剛性と降伏変位） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図 2・6．粘性減衰を用いた Maxwell モデル 

（左：Maxwell モデル概念図、右：粘性減衰の変位と抵抗力の関係） 
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図 2・7．矩形型バイリニア（左：変位と抵抗力の関係、右：各剛性と降伏変位） 

 

2・3・3．解析方法 

ボイラ構造物は，従来の振れ止め装置を設置し，最大速度を 0.5m/s に基準化した Taft 

EW 波を入力した時に，相対変位が 150mm 以下となるように設計されている 2-(8)．本項

で行う解析は，その設計に基づき実施する．制振は，構造物におけるエネルギ吸収を制

御する技術であり，一般的な制振ダンパの評価の場合，減衰定数やエネルギ吸収を評価

する．しかしながら，本研究課題でもある長周期長時間地震に対しては，既往の研究 2-

(9)においてエネルギ吸収による制振ダンパの自己損傷が懸念されている事例もある．ダ

ンパの損傷は，有事の際の電力安定供給や早期復旧を阻害するため，抑止しなければな

らない．そこで本研究では，エネルギ吸収だけでなくダンパの剛性にも着目する．ボイ

ラ構造物の制振技術を実現するための要求事項は前述のとおり、最大相対変位と累積す

る相対変位の総量（以降：累積変位量と呼称）を抑制することであるが，それを実現す

る手段に，ダンパのエネルギ吸収だけでなく剛性も積極的に活用する．この手法によれ

ば，エネルギ吸収の過度な上昇を抑えることが出来る．一方，剛性への依存性が高くな

った場合，支持構造物とボイラを固定してしまう状況となり，加速度応答が過度に上昇

することも考える．但し，加速度は，振れ止め装置を設置した時と同等程度となること，

若しくは入力波条件が上昇した時も過度に上昇しないこと，を評価するため，支持構造

物とボイラを固定するだけの状況には至らない．これはボイラ構造物の特徴と耐震性能

の要求特性を捉えた手法と言える． 

本解析では，まず現行の設計を基準として評価する．現行の設計は，振れ止め装置を

設置したボイラ構造物に，最大速度を 0.5m/s に基準化した Taft EW 波を入力した時に，

相対変位が 150mm 以下となる．そのため解析では，まず二質点に置き換えたボイラ構

造物の支持構造物とボイラの間に，振れ止めを想定したバイリニアモデルを配して，Taft 

EW 波を入力する．次に，この解析によって得られたバイリニアモデルの最大反力と等

価な抵抗力を有するその他のダンパの解析モデルのパラメータ探索を行う．ダンパの解

析モデルは，減衰の項に粘性減衰を採用した Maxwell モデルと矩形型バイリニアモデル
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である．このパラメータを探索した後，地震応答解析を実施する． 

この結果より，実際のボイラ構造物相当の応答性状が得られ，ダンパ特性を変更させ

たときの比較が可能となる．また，ダンパ特性はエネルギ吸収を等価にせず，最大抵抗

力を等価にしたことで，ダンパが有する減衰と剛性の二つの機能による応答性への寄与

を評価できる．解析のフローについて，図 2・8 に示す． 

相対変位δmaxは，ボイラと支持構造物間のクリアランスで決定する値であり，その値

は既往の研究を参照とした 2-(8)．また累積変位量は，相対変位の累積を示すものであり，

変位差分の絶対値を積分して算出する． 

入力波は，最大速度 0.5m/s に規準化した Taft EW 波を使用する．入力する Taft EW 波

の応答スペクトルを図 2・9 に，加速度波形を図 2・10 に示す．本解析で用いたボイラ

構造物モデルの固有周期は約 1.3 秒であるが，一般的にボイラ構造物の固有周期も 1～

2 秒程度にあることが多く，Taft EW 波はボイラ構造物モデルの固有周期の付近で地震

波のスペクトルが大きくなる特徴がある．そのため，従来耐震設計の入力波として頻繁

に使用される El Centro NS 波，Hachinohe NS 波よりもボイラ構造物では応答が大きくな

る傾向がある．0.5m/s の基準化は， 1986 年に（財）建築センターから建築の耐震設計

用として定められたものである．構造物の弾性設計用として 0.25m/s，弾塑性設計用で

0.5m/s が標準的な速度振幅レベルとされた．現在もその振幅で規準化された観測記録が

耐震設計用地震波形として使用されることが多く，ボイラ構造物の設計でも使用されて

いる． 

 

 

図 2・8．解析のフロー 

ダンパ：バイリニア

条件：δmax=150mm

•基準となる抵抗力Freの算出

•累積変位量

•加速度

ダンパ：Maxwellモ

デル（粘性減衰）

条件：Fmax=Fre

•最大相対変位

•累積変位量

•加速度

ダンパ：矩形型バイ

リニア
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図 2・9．0.5m/s に基準化した Taft EW 波の応答スペクトル 
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図 2・10．0.5m/s に基準化した Taft EW 波の加速度波形 
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2・3・4．解析結果 

振れ止め装置を想定したバイリニアモデルは，最大相対変位が 150mm に達するため

に 33.4MN の最大抵抗力を要した．この抵抗力に準じた各ダンパモデルのパラメータを

表 2・1 に示す． 

 

表 2・1．解析で求めた各ダンパのパラメータ 

解析モデル 項目 単位 値 

バイリニアモデル 

一次剛性 MN/mm 3.34 

二次剛性 MN/mm 0.08 

降伏変位 mm 7 

Maxwell モデル 

粘性減衰設計式 － F=cV 

減衰定数 MN・s/m 134 

剛性 MN/mm 7.5 

矩形型バイリニア 
降伏変位 mm 1 

降伏荷重 MN 33.4 

 

各ダンパの変位と抵抗力の関係を図 2・11 に示す．また，図 2・12～14 に最大相対変

位，累積変位量，ボイラ及び支持構造物の最大加速度の結果を示す． 

振れ止め装置を想定したバイリニアモデルと等価な最大抵抗力を配する場合，粘性減

衰を配した Maxwell モデルでは，最大相対変位は約 69mm 程度に抑制できる．同様に，

矩形型バイリニアでは，約 74mm 程度に抑制できる．粘性減衰を配した Maxwell モデル

と矩形型バイリニアの最大相対変位は，振れ止め装置を想定したバイリニアモデルと比

べると約 50％に留まっている．振れ止め装置を想定したバイリニアモデル以外の最大

相対変位の抑制効果は，振れ止めを想定したバイリニアモデルより効果が高く，その効

果はほぼ等価である． 

一方，累積変位量は，振れ止めを想定したバイリニアモデルよりも粘性減衰を配した

Maxwell モデルは大きくなり，矩形型バイリニアでは小さくなる． 

加速度は，ボイラについてはいずれもほぼ変化がないが，支持構造物で変化が生じて

いる．バイリニアモデルと比較すると，粘性減衰を配した Maxwell モデルでは 10％ほど

低減しているが，矩形型バイリニアでは 30%程増加している． 

粘性減衰を配した Maxwell モデルは，速度に応じて抵抗力を発揮しエネルギ吸収する．

そのため，稼働しなければその機能を発揮できないため，累積変位量が増加する．一方

で，速度の低い部位でも抵抗力を下げて発揮させる分，加速度低減には有効となる． 

矩形型バイリニアでは，地震時でもダンパが動き出すためには，降伏変位を通過し，

降伏荷重に到達しなければならない．主要動に至らないような地震力が低い場合は，降
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伏変位を超えずに一次剛性で変位を抑制するため，累積変位量を低下できる．一方で，

最大抵抗力が他ダンパと同等でも，ほぼ動き出しから最大荷重に達するため，加速度が

やや上昇してしまう傾向がある．しかしながら，評価としては最大相対変位と累積変位

量の抑制が可能で，且つ加速度の過大な上昇に至っていないことから，矩形型バイリニ

アに近い特性がボイラ構造物の制振ダンパに適しているものと判断する． 

 

図 2・11．ダンパ抵抗力と変位の関係 

 

 

図 2・12．各ダンパにおける最大相対変位の比較 
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図 2・13．各ダンパにおける累積変位量の比較 

 

 

 

図 2・14．各ダンパにおけるボイラ及び支持構造物の応答加速度の比較 
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2・4．探索した制振ダンパ特性の効果確認 

前項までに，ボイラ構造物の制振ダンパとして矩形型のバイリニアモデルの特性が有

効であることを確認したが，本項では，Taft EW 波以外の入力波も用いた地震応答解析

を行い，矩形型バイリニアの特性が，ボイラ構造物の制振に有効であることを確認する． 

 

2・4・1．解析手法 

ボイラ構造物の解析モデルは前項同等とする．また，ダンパの解析モデルは，矩形型

バイリニアと現行の振れ止めを想定したバイリニアモデルを使用する． 

本項での解析は，各ダンパの解析モデルをボイラ構造物の解析モデルに設置して，

0.5m/s に基準化した Taft EW 波を入力した時に，最大相対変位が 150mm となるダンパ

パラメータを設定し，その条件において他の地震波を入力する．これは，実際のプラン

ト設計が，最大速度を0.5m/sに基準化したTaft EW波を入力した時に，相対変位が150mm

以下となるように設計されていることを考慮した手法である． 

入力する地震波は，Taft EW 波の他，El Centro NS 波，Hachinohe NS 波を使用する．両

波形とも，最大速度を 0.5m/s に基準化したものであり，それぞれのスペクトルと加速度

波形を，図 2・15～2・18 に示す． 

 

 

 

図 2・15．0.5m/s に基準化した El Centro NS 波の応答スペクトル 
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図 2・17．0.5m/s に基準化した Hachinohe NS 波の応答スペクトル 
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図 2・16．0.5m/s に基準化した El Centro NS 波の加速度波形 
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2・4・2．解析結果 

解析結果より，Taft EW 波を入力したときに最大相対変位が 150mm に達する場合のパ

ラメータを表 2・2 に示す．最大抵抗力は，バイリニアモデルのダンパの 33.4kN に対し

て，矩形型バイリニアは 25.5MN であった．解析条件を変更させたものの，本結果は，

応答変位を等価にしながら抵抗力を減少していることから，前項結果同様，変位の抑制

効果を示す結果となった． 

 

表 2・2．解析で求めた各ダンパのパラメータ 

解析モデル 項目 単位 値 

バイリニアモデル 

一次剛性 MN/mm 3.34 

二次剛性 MN/mm 0.08 

降伏変位 mm 7 

矩形型バイリニア 
降伏変位 mm 1 

降伏荷重 MN 25.5 

 

各入力波における変位と抵抗力の関係を図 2・19～21 に示す．Taft EW 波を入力した

時には，最大の相対変位は同等ながら，矩形型バイリニアの方が最大の抵抗力が小さく，

且つエネルギ吸収が大きい．図 2・22 にエネルギ吸収の時刻歴推移を示す．Taft EW 波

の場合は，約 13%程度大きい結果となっている． 

一方，El Centro NS 波を入力した場合には，最大相対変位も小さいが，その分エネル

ギ吸収も小さくなっている．しかしながら，ダンパの抵抗力は，図 2・23 のダンパ抵抗

力の時刻歴推移に示すように，地震波が入力されている間，常時作用している．このこ

とは，ダンパが有する剛性で，変位を抑制していることを示す． 

 

図 2・18．0.5m/s に基準化した Hachinohe NS 波の加速度波形 
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Hachinohe NS 波を入力した場合には， 両ダンパでほぼ一次剛性の範囲で変位を抑制

している．ダンパ抵抗力の時刻歴推移を図 2・24 に示すが，前入力波同様，地震波が入

力されている間，常時作用していることが確認できる． 

 

 

図 2・19．Taft EW 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 

 

 

図 2・20．El Centro NS 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 
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図 2・21．Hachinohe NS 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 

 

 

図 2・22．地震波入力時のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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各地震波を入力した時の最大相対変位，ダンパ抵抗力，累積変位量及び最大加速度を

図 2・25～28 に示す．最大相対変位は，矩形型バイリニアの方が，バイリニアモデルよ

りも抑制できている．また，累積変位量についても同様である． 

ダンパ抵抗力は， Taft EW 波と El Centro NS 波の場合は矩形型バイリニアの方が小さ

いが，Hachinohe NS 波ではその逆となる．前二波の場合は，最大抵抗力の設定が小さい

ため必然的な現象ではあるが，Hachinohe NS では，矩形型バイリニアの一次剛性が大き

いため，その現象が発生している． 

最大加速度は，前項同様，矩形型バイリニアの方が増加する傾向が Taft EW 波，

Hachinohe NS 波で見受けられる．その増加は，最大で 30％程度であるが，Taft EW 波以

下である．El Centro NS 波の最大加速度の場合は，ほぼ同等ながら 10%前後バイリニア

 

図 2・23．El Centro NS 波入力時のダンパ抵抗力の時刻歴推移 

 

図 2・24．Hachinohe NS 波入力時のダンパ抵抗力の時刻歴推移 
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モデルの方が増加する．この理由は，応答変位がバイリニアモデルの場合，最大相対変

位が矩形型バイリニアの約二倍となっていることから，矩形型バイリニアのエネルギ吸

収による変位抑制効果と考える． 

 

 

 

図 2・25．各地震波入力時の最大相対変位の比較 

 

 

 

図 2・26．各地震波入力時の最大ダンパ抵抗力の比較 
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図 2・27．各地震波入力時の累積変位量の比較 

 

 

 

図 2・28．各地震波入力時の最大加速度の比較 
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2・5．結言 

本章では，ボイラ構造物に採用する制振技術を提案し．地震応答解析から，制振装

置に適する特性を明らかにした． 

以下にその結果を示す． 

・ボイラ構造物で制振を適用する場合，設置されている配管のため，最大相対変位と

累積変位量が抑制されること，振れ止め装置を設置した現行設計と同等程度の加速

度となることが求められる． 

・上記要求事項を満たすダンパを現行装置である振れ止め装置の他，代表的な制振装

置特性として粘性減衰，矩形型バイリニアを挙げ，解析的に検証した．ボイラ構造

物を二質点に置き換え，最大速度 0.5m/s に基準化した Taft EW 波を入力した結果，

矩形型バイリニアが相対変位だけでなく，累積変位量を抑制できるダンパとして適

していた． 

・矩形型バイリニアの制振効果を，最大速度 0.5m/s に基準化した El Centro NS,，

Hachinohe NS 波でも確認した． 

 

以上より， 変位抑制効果に優れる矩形型バイリニアモデルの特性に類似した抵抗力

と変位の関係を有しつつ，現在の振れ止め装置の課題でもある地震の繰返しに対して有

効なダンパの研究開発を行うことを目的とする． 
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第 3章 ボイラ構造物に適用する制振ダンパの研究開発 

3・1．緒言 

本章では，ボイラ構造物の制振ダンパとして必要な矩形型のバイリニアな特性を有し

つつ，現在の耐震設計の課題となっている地震の繰返しにも対応できるダンパの研究開

発を目的として，実大規模のダンパを設計及び試作試験する．また抵抗力の理論式を導

出し，動的載荷試験の結果と理論式を比較し，理論式の妥当性を検証する．また試験結

果より解析モデルを構築し，そのモデルを使用した地震応答解析を行い，その再現性を

確認する． 

 

3・2．制振ダンパの種別 

制振は，構造物の振動エネルギを減衰させる技術であり，その殆んどがダンパや動吸

振器を配置する手法で行われる．その技術は，ダンパを構造物の相対変位が生じる箇所

に設置する層間ダンパ方式，構造物と同調稼働する付加質量を利用するマスダンパ方式，

固有周期が異なる構造物を連結させる連結式に大別できる．主なダンパの種別を，図 3・

1 に示す．これらは，機械分野においては，建築・土木の分野よりも早くから振動制御

のために使用されてきたものであるが，建築・土木分野においてはそれらを大容量化し

て活用しはじめ，主に 1995 年の兵庫県南部地震以降から現在までに普及している．層

間ダンパ方式は，相対変位が生じる箇所にダンパを設置し，相対変位発生時にダンパを

稼働させ，減衰を図る手法である．建築・土木などの大型構造物で制振技術が採用され

る場合は，この方式が最も多く，新築の他耐震補強でも使用される．この方式で使用さ

れるダンパは後述する．マスダンパ方式は，構造物に動吸振器を設置する手法である．

付加質量を構造物の固有周期と同調させる必要があることと，大型構造物では付加質量

も大型化する傾向があるため，主に新築且つ設置環境が整う場合に使用される．パッシ

ブで使用する Tuned Mass Damper（以降、TMD と呼称）の他，錘の稼働をモータ等でア

クティブ制御する Active Mass Damper（以降、AMD と呼称）が従来の主流であった．近

年は Tuned Mass Damper を組み合わせて、固有周期の振動低減は低下するものの同調周

期帯を広げることで振動低減領域を広くした Multiple Mass Damper（以降、MMD と呼

称）なども開発されている．連結式は、固有周期が異なる構造物を連結させ，位相の異

なる挙動同士をその位相差で振動を減衰させる．連結部にダンパを設置し，減衰を付加

することでその効果を助長させる技術も開発されている．連結式では，構造物の挙動と

同調して稼働するパッシブ型ダンパの他，ダンパ稼働の一部を電気的に制御し，ダンパ

効果を助長するセミアクティブ型，挙動をすべて電気的に制御するアクティブ型等が使

用される． 
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層間ダンパ方式で使用されるダンパは，制振技術の普及により多種多様になりつつあ

り，その他の方式でも使用される場合がある．代表的なものとして，鋼材ダンパ，摩擦

ダンパ，粘性ダンパ，オイルダンパ，粘弾性ダンパ等が挙げられる． 

 

 

 

 

図 3・1．主なダンパの種別 

 

 

 

 

パッシブ

セミアクティブ

and,or

アクティブ

ALL

制振

層間ダンパ方式 マスダンパ方式 連結式

TMD

AMD

MMD

その他

その他

鋼材ダンパ

粘性ダンパ

摩擦ダンパ

オイルダンパ

粘弾性ダンパ

せん断抵抗

流動抵抗



34 

 

鋼材ダンパは，金属の変形挙動をダンパ特性として利用するものである．特徴として

コンパクトで大容量の抵抗力を得やすいほか，引張・圧縮の他，曲げ等どの変形でも効

率を問わなければ抵抗力を得られ，形状に自由度があることが特徴に挙げられる．また，

温度の依存性が低いことも特徴の一つに挙げられる．但し，金属塑性を利用することか

ら，繰り返し回数には限度があり，累積変位量をひずみで表現した累積塑性倍率により

その限界を定めることが多い．現在，ボイラ構造物で使用される振れ止め装置もこの部

類に分類される． 

 

   

 

 

図 3・2．振れ止め（鋼材ダンパ）の概要図と代表的な抵抗力と変位の関係 3-(1) 
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摩擦ダンパは，相対変位が生じる箇所に摩擦材を具備したダンパで，稼働時にはその

摩擦で抵抗力を生じるものである．動き出しは通常より高い静摩擦が働き，降伏荷重の

ようにある一定の摩擦力まで稼働しない一方，動き出すとある一定の抵抗力で稼働する．

摩擦材は，摩耗するために繰返しで抵抗力は低下傾向を示すことが一般的だが，地震で

の繰返しは一般産業機器の摩擦摩耗に対して軽負荷のため，繰返しにも対応できる． 

 

 

 

 

図 3・3．摩擦ダンパの概要図と代表的な抵抗力と変位の関係 3-(2) 
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粘性ダンパは，様々な粘性体が使用されており，高粘度の粘性体のせん断抵抗をダン

パ特性に利用するものと粘性体の流動抵抗力を利用するものの，大きく二種類に大別で

きる．いずれも，速度の累乗に比例する特徴を有し，鋼材ダンパや摩擦ダンパよりも外

力が小さい場合から動き出し，高速になると大容量を発する特徴がある．せん断抵抗を

利用するものは，粘性体のせん断を利用できれば良いため，形状には比較的自由度があ

ることは特徴の一つとして挙げられる．但し，大容量を求める場合には，せん断面積を

多く必要とするため，大型化する傾向があり，多層化することでそれらを補う開発品も

ある．また，せん断抵抗を利用するものは，温度依存性が強い傾向があり，使用温度に

応じた設計を要する場合がある．一方，地震の繰返しに対しては，疲労や摩耗すること

がないため，安定する特徴を有する．  

 

                                        

 

図 3・4．せん断抵抗を利用した粘性ダンパの概要図と代表的な抵抗力と変位の関係 3-(3) 
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流動抵抗力を利用するものは，シリンダなどに封入されて使用する場合が多く，特徴

は後述するオイルダンパに類似することが多い傾向がある．それ以外の特徴として，高

粘度の流体を使用するため，オイルダンパよりもコンパクトで大容量を実現しやすい傾

向があり，粘性体の流動特性を利用するためオイルダンパよりも構造が簡素になりなが

らも，速度の累乗を発揮できる特徴がある．また繰返しに対しては，せん断抵抗を利用

する粘性ダンパと同様の考え方ができる． 

オイルダンパは，オイルをシリンダに封入し，オイルがピストンで隔壁された二室を，

オリフィスを介して行き来するときの流動抵抗力をダンパ特性として利用する．建築の

制振で使用されるオイルダンパは，速度に比例する特性を有する．しかし，その特性は

粘性ダンパと異なり，オイルの特性ではなくオリフィスの特性で決定する．そのため，

パッシブでも，ある速度で抵抗力をリリーフする等の特性があり，またその制御をパッ

シブだけでなく，アクティブやセミアクティブでコントロールし，多種多様に特性を変

えることが出来ることが特徴として挙げられる．オイルを封入しているために，粘性せ

ん断系のダンパよりもコンパクトで大容量を実現することが可能であり，一般的に温度

の依存性は低い傾向があるが，構成部材の温度限界から使用限界を 80℃としているも

のが多い．繰返しに対しては，粘性ダンパ同様，地震の繰返しであれば十分な耐性を有

している．  

粘弾性ダンパは，粘弾性体と呼ばれるゴムや樹脂など中心にした高分子材料のせん断

抵抗をダンパ特性に利用するものである．原材料の種別により，特徴の傾向も大きく変

わるが，基本的なダンパ特性として剛性を有する粘性挙動を示すことが多い．粘弾性体

は粘着力を有する場合や接着が可能な場合が多いため，鋼板に貼り付ける等構造が簡素

で済むことが特徴に挙げられる一方，その特徴からせん断ひずみの限界を有し，大変形

やその繰返しでは特性が低下する場合もある．温度依存性は，せん断抵抗力を利用する

粘性ダンパよりも低いが，オイルや流動抵抗力を利用する粘性ダンパよりも高い傾向が

ある． 

以上の各ダンパの特徴を表 3・1 にまとめる．表は，現行の振れ止め装置が属する鋼

材ダンパの特徴を基準（〇表記）とし，それ以上であれば◎印，それ以下となる場合は

△印で示している．また，制振ダンパの概要図と代表的な変位と抵抗力の関係を図 3・

2～3・7 に示す． 

その他にも，様々な材料特性，機構を活かしたダンパがあるが，近年では，二種類の

ダンパを組み合わせ，それぞれの長所を活かし，短所を補完するハイブリッドダンパも

開発されている 3-(4)． 
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表 3・1．ダンパ特徴のまとめ 

項目 
鋼材 

ダンパ 

摩擦 

ダンパ 

粘性ダンパ オイル 

ダンパ 

粘弾性 

ダンパ せん断抵抗 流動抵抗 

抵抗力の大容量化 ○ ○ △ ◎ ◎ △ 

抵抗力の温度依存性 ○ △ △ ○ ○ △ 

形状の自由度 ○ ○ ○ △ △ ○ 

構造の難易度 ○ △ 〇 △ △ 〇 

耐繰返し性 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

   

                                     

 

図 3・5．流動抵抗を利用した粘性ダンパの概要図と代表的な抵抗力と変位の関係 3-(5) 
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図 3・6．オイルダンパの設置状況と代表的な抵抗力と変位の関係 3-(6) 
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図 3・7．粘弾性ダンパの設置状況と代表的な抵抗力と変位の関係 3-(7) 
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3・3．開発するダンパの選定と概要 

ボイラ構造物の制振に使用するダンパは，変位と抵抗力の関係が矩形型のバイリニア

モデルとなるような特徴が適するが，他にも構造物の特徴より下記に挙げる事項が必要

となる． 

第一に，ボイラは大規模発電を実現するために大型化し，重量も大きい．そのため，

ダンパも大容量の抵抗力を実現できなければならない． 

第二に，石炭火力発電では，石炭を燃焼させ，蒸気を発生させることより，ボイラ構

造物内は通常の建築構造物や土木構造物よりも高温環境下となる．そのために，温度依

存性が低いこと，高温環境下でも特性が安定することが求められる． 

第三に，ボイラ構造物内は，大小様々な機器が配管にて連結されている．そのため，

コンパクトな形状であることが望まれる． 

最後に，ボイラ構造物の相対変位は，建築分野での層間ダンパ方式と比較すると変位

量が過大となる．建築構造物では各階層が回転を生じるような変形となり，制振の変形

を考慮する際，階高に対して 1/100rad 程度を考慮する．そのため，一般的な高層構造物

では階高約 4m とすると，層間変位は 40mm 程度となる．一方，ボイラ構造物では前述

の 2・3・1 節でも述べたように低次のモードが卓越する傾向があり，高層となっても回

転せず，全体がせん断変形するように挙動するため，その変形量は 150mm 前後となる． 

抵抗力の振幅への依存性を考慮することと同時に，繰返しに対しても負荷が大きくなる

ことから，これらに対して耐性を有することが求められる． 

これらの要求事項と前項で述べたダンパの特徴を鑑みて，筆者らが開発するダンパは，

粘性流体ダンパとする．本研究で開発したダンパは，シリンダ，ピストン，ロッドなど

で構成され，密閉した内部に粘性流体が封入されている．ダンパの基本構成を図 3・8 に

示す．開発したダンパは，ピストン，ロッドが軸方向に稼動することにより，シリンダ

内径とピストン外径の間に形成されるオリフィス部を粘性流体が流れ，その抵抗力を減

衰力として利用している．全体構造こそ，一般的なオイルダンパと似ているが，オイル

ダンパは流路に様々な弁構造を使用しているのに対し，開発したダンパは単純な円環構

造となっていることを特徴としている．ボイラ構造物の耐用年数は，数十年と言われる

が，この間に発生する可能性のある数回の大地震にも，単純なオリフィス構造を有する

本ダンパは，確実に稼働し，安定した抵抗力を発揮できる．開発したダンパの内部の粘

性流体は，危険物の規制に関する規則の第六十九条の二に記載された液体の定義には属

さない．オイルダンパで使用されているオイルは，例えば粘度が 10～数十 cst 等のもの

3-(8)で液状に属するが，開発したダンパの粘性流体は固体に分類されるほどの高粘度を

有する．一般的なオイルダンパの抵抗力は，速度の 0.3～1.0 乗に比例し，抵抗力と変位

の関係は円形～楕円形状となる．一方，本ダンパの抵抗力は速度の 0.1 乗に比例し，抵

抗力と変位の関係が矩形形状に近づく．本ダンパのオリフィスは，単純な形状であるた
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めに，抵抗力においてオイルダンパと特に異なる点は，粘性流体がもたらすものと言え

る．また，一般的なシリンダ型装置では内部流体の漏洩が懸念されるが，開発したダン

パは粘性流体が高粘度であり，漏洩しにくくなるためにその懸念を低減できる．以上よ

り，開発したダンパは，ボイラ構造物の制振に必要とする特性を，高粘度の粘性流体を

適用することで実現する．  

本ダンパのベースモデルは，土木構造物の制振ダンパとして実績があり， 2002 年以

降から 570 件以上の導入実績がある．東北地方での実績も多数あり，2011 年の東北地方

太平洋沖地震の後もほぼ全数が継続的に使用されている．しかしながら，石炭火力発電

施設に利用するためには，前述の要求事項を達成する必要がある．特に，その性能は，

これまでの数々の実験結果を実験式として明らかにしてきたが，理論式が明らかになっ

ていない．次項以降では，本論文ではこれまで未解明であった開発したダンパの抵抗力

発生について理論的に解析を行い，過去に実施した試験結果と比較してその有効性を示

す． 

 

 

図 3・8．粘性流体ダンパの概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シリンダ 

 

粘性体 

 

ピストン 

 

ロッド 

地震による変位の発生 

ピストン周辺の 

粘性流体の流れ 



43 

 

3・4．粘性流体ダンパにおける抵抗力発生の理論式 

本ダンパは，シリンダ内径とピストン外径の間をオリフィスとし，同部位を粘性流体

が流れるときの抵抗力を減衰力として利用している．この作動原理に鑑み，本項では理

論式を提案する． 

まず，ダンパ内部の流体の流れに，ナビエ・ストークスの式を適用する．そして，内

部流体をニュートン流体に置き換え，シリンダ型ダンパに適合する条件を初期条件とし

て付与することで式を単純化し，解を導く．但し，解は，ニュートン流体のときのもの

であり，実際の粘性流体は非ニュートン流体であるから当然ながら乖離が出る．これに

粘性率係数を使用し，補正する手法でダンパの理論式を導出する 3-(9)． 

ナビエ・ストークスの式を式(3)に示す．ダンパの軸方向変位を x，その直交方向を y

と置き，それぞれの速度を u，v，粘度を，圧力を p，密度を，とおく．また流体に作

用する x，y 方向の外力を X，Y とおく． 

 

 

 

  

図 3・9 に示すようにシリンダ内径を D0，ピストン外径を D1，ロッド径を D2 とし，

それぞれの半径を r0(=D0 /2)，r1(=D1 /2)，r2(=D2 /2)とし，ダンパの相対速度を V とおく． 

 

 

 

 

 

 

図 3・9．粘性流体の流れ 
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次に示す仮定条件を与え，ナビエ・ストークスの式を簡略化する．第一に，オリフィ

スの流れは微小な隙間の流れとなるため，軸方向の流れが主となる．そこで v=0 とし，

式(3)の上側の式だけを用いる．第二に，流れを定常流と仮定すると，u の変化がなくな

るため，∂u/∂t=0，∂u/∂x=0，∂2u/∂x2=0 となる．第三に，質量力もないと仮定する

と，ρX=0 となる．最後に，隙間 r0－r1は，微小であるため，圧力勾配は y に依存せず，

圧力 p は x のみの関数となる．上記仮定条件の下，ダンパの円筒形状を考慮し，ナビエ・

ストークスの式を円柱座標系で式(4)のように表現する．またその式を積分し，式(5)のよ

うに流速 u を求める．c1及び c2は，積分定数とする． 

 

                                                      

(4) 

                                       (5) 

 

また，ピストン外径部（r = r1）において u = 0，シリンダ内径部（r = r0）において u 

= V の二つの境界条件より算出した流速 u を用いて理論的な流量 Q を，式（6）のよう

に求める．流量はオリフィスとシリンダが相対速度 V で移動するときの粘性流体体積 Qr

であり，それはオリフィス移動量と等価であるから式(7)となる．式(6)と式(7)で示す流

量は等価であるとすれば，式(8)のように圧力と速度の関係を得ることができる． 

 

 

         (6) 

                     (7) 

            (8) 

  

また，ダンパの抵抗力は，オリフィス前後の圧力差∆𝑝を用いて式（9）のように表す

ことができる． 
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                                                    (9) 

 

同式はニュートン流体を仮定して導いたものであり，実際に使用している材料に適用

するには誤差が生じる．そこで高分子材料などの複雑な粘性を簡便に表す際に用いられ

る粘性率変数を使用する 3-(10)．これは，ずり応力 p*とずりひずみ速度 e*を定義すること

で適用できる．ニュートン流体の場合，ずり応力は，式(10)に示すように，ずりひずみ

速度と粘度を係数にした比例関係にある． 

 

                                    (10) 

 

本ダンパに適用した時の，ずり応力とずりひずみ速度を次式のように定義する． 

  

                                                             (11) 

                                                        (12) 

 

ここで，非ニュートン流体における非線形性を考慮する．非ニュートン流体は，ビン

ガム流体，擬塑性流体，ダイラタント流体に大別できるが，本粘性流体はビンガム流体

のように降伏応力を持たない．従って後者二種に属するが，この場合，式(10)をずりひ

ずみ速度に対して n 乗（n≠1）化できる．n は，実験により同定する定数であるが，n<1

であれば擬塑性流体，n>1 であればダイラタント流体に属する．そこで，式(10)を式(13)

のように表すことができる． 

 

p* = μe*n                                                              (13) 

 

式(9)及び式(11)～(13)より，次式のダンパの理論式を求めることが出来る．c0 は材料

の粘度などを含んだ材料定数である． 
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                                              (15) 

 

上式はニュートン流体における考え方を非ニュートン流体に展開したものであるが，

例えば定常流などの安定した状態の運動を解く場合，非ニュートン流体をニュートン流

体と仮定しても正しい結果を得られる場合が多い．また，後述の通り実験結果とも良く

一致することから，ダンパ設計の際には非常に有益な式となる． 

 

3・5．粘性流体ダンパの基本特性 

実大級の粘性流体ダンパを試作し，載荷試験にてその特性について明らかにする． 

 

3・5・1．基本特性試験方法 

実大級として，速度 0.6m/s で 3000kN を発揮するダンパを試作し，アクチュエータを

用いて動的載荷試験を実施する．以降では，この時の速度のことを定格速度，抵抗力の

ことを定格抵抗力と呼称する．定格速度 0.6m/s は，任意で決定したが，ボイラと支持構

造物間の相対速度を考慮した事前の解析により決定した値である．同じく定格抵抗力の

3000kN も任意で決定したが，ボイラ及び支持構造物の反力となる取付部設計を考慮し

て，決定した値である． 

試作した 3000kN ダンパの仕様について，表 3・2 に示す．またその概要図を，図 3・

10 に示す．今回試作したダンパは，ベースモデルよりも大容量であり，寸法も小さい．

試作したダンパとベースモデルの寸法上の比較を，表 3・3 に示す．但し，このコンパ

クト設計化により，ダンパが有する熱容量が低下しているため，耐久性については次章

以降にて検証する． 

 

表 3・2．試作したダンパの仕様 

項目 仕様値 

定格抵抗力 3000 kN 

定格速度 0.6 m/s 

ストローク ±150 mm 

性能式 F=3157×V0.1 
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図 3・10．試作した 3000kN ダンパの概要図 

 

表 3・3．ベースモデルとの比較  

項目 開発品 ベースモデル 

定格抵抗力 3000 kN 2000 kN 

定格速度 0.6 m/s 0.5 m/s 

ストローク ±150 mm ±150 mm 

全長 2079 mm 2350 mm 

ピン間距離 1789 mm 1970 mm 

最大外径 φ360 mm φ394 mm 

重 量 818 kgf 1115 kgf 
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アクチュエータは，動的載荷力が 3000kN，最大速度 1.0m/s を加振できる能力がある

試験機を使用した．試験機の仕様を表 3・4 に示す． 

計測は，ダンパの変位，抵抗力，表面温度を計測する．変位は，レーザー変位計，抵

抗力はアクチュエータ先端に設置しているロードセル，表面温度は熱電対温度計にてそ

れぞれ計測する．計測項目と使用する計測器について，表 3・5 に示す．各計測器で取

得したデータは，動歪アンプ及び A/D 変換の機能を有したロガーであるユニバーサル

レコーダを介して PC に取り込む．計測ブロック図を図 3・11 に示す．試験概要図を図

3・12 に示す． 

なお，本試験においては，各試験前のダンパの表面温度を 18～28℃の状態で加振する．

これは，ベースモデルの試験実績にて，抵抗力の温度依存性が低いことを考慮したもの

であり，同条件であれば影響はほぼないものとして設定する． 

 

表 3・4．試験機仕様 

項目 仕様値 

動的載荷荷重 3,000 kN 

ストローク ±1,000 mm 

加振振動数 10Hz※1 

最大速度 1.0 m/s※2 

※1 但し，振幅条件による 

※2 但し，振動数，振幅条件による 

 

表 3・5．計測項目と使用した計測機器 

項 目 計測機器種別 

ダンパ変位 レーザー変位計 

ダンパ抵抗力 ロードセル 

雰囲気温度 T 型熱電対 

ダンパ表面温度 T 型熱電対 
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図 3・11．計測ブロック図 

 

 

 

 

図 3・12．基本特性試験概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レーザー変位計

（ダンパ変位）

レーザー変位計

コントローラ

ユニバーサル

レコーダ

ロードセル

（ダンパ抵抗力）

PC
T型熱電対

（ダンパ表面温

度・雰囲気温度）

変位計 ロードセル 熱電対温度計 

試験体 アクチュエータ 取付治具 取付治具 反力フレーム 
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3・5・2．基本特性試験条件 

基本特性試験では，ダンパに定常波を入力し加振することで，その基本的な性能を明

らかにする．そのため，入力波は正弦波とし，繰返回数は、3cycle とする．基本特性試

験条件について，表 3・6 に示す．なお，表中の数値は速度を示す． 

振幅条件は，25，50，75，100mm とする．試作したダンパのストロークは，±150mm

あるが，試験機の特性として振動数が高い条件の場合，1cycle めの変位がオーバーシュ

ートする傾向があるため，最大振幅は±100mm とした．これは，オーバーシュートによ

りストロークエンドに至ることを危惧したものである．また，それ以下の条件は，振幅

依存性を確認するため，最大振幅を上限に 4 等分した振幅条件とする． 

振動数の試験条件は，が 0.1，0.25，0.5，1.0，2.0，2.5Hz とする．既往の研究におけ

るボイラの固有周期は，殆んどが 1～2s 付近にあるため，それらを網羅するように 0.25

～2.0Hz の範囲を条件とした．また 2.5Hz の試験は，振幅条件を考慮して定格速度 0.6m/s

を超える最大速度試験のために，条件に加えた．0.1Hz の試験は，各振幅条件の初めに

加振する試験状況確認のためにある． 

 

表 3・6．基本特性試験条件 

速度   m/s 
振動数   Hz 

0.1 0.25 0.5 1.0 2.0 2.5 

振幅 

±mm 

25 0.016 0.039 0.079 0.157 0.314 0.393 

50 0.031 0.079 0.157 0.314 0.628 0.785 

75 0.047 0.118 0.236 0.471 － － 

100 0.063 0.157 0.314 0.628 － － 

 

評価は，2cycle 目の値を対象とし，その対象は，抵抗力，変位，速度，一次剛性とす

る． 

抵抗力と変位は，特性確認試験の 2cycle 目の抵抗力と変位の関係から求める．抵抗力

は，2cycle 目の変位を正負均等化するよう補正したときの Y 軸切片を読み取り，その正

負絶対値平均値を評価する．変位は，2cycle 目の変位振幅量の 1/2 を評価し，速度はそ

の変位と加振振動数から算出する．ダンパの変位と抵抗力の関係と評価について，図 3・

13 に示す． 

また一次剛性は，加振開始点から評価抵抗力に対して 70%以下の抵抗力と変位の関係

から算出する．該当部のデータを直線回帰し，その傾きを一次剛性とする．評価抵抗力

に対して 70%以下の抵抗力を採用した理由は，一次剛性が評価抵抗力に近づくにつれ抵

抗力と変位の関係は丸みを帯びるが，その影響を除外するためである．一次剛性は，ダ

ンパの動き出し，若しくは変位の切替点で影響するため，線形な剛性となっている部分



51 

 

をより正確に評価する．一次剛性の評価について，図 3・14 に示す． 

 

 

 

図 3・13．抵抗力の評価手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3・14．一次剛性の評価手法 
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【抵抗力評価（2cycle 目）】 

|δmax|＝|δmin|の時 

F=(|Qdu|+|Qdd|)/2 

0.7×F 

直線回帰 y=ax+b 

回帰式の傾き a を k1とする 
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3・5・3．基本特性試験結果 その 1 抵抗力と変位の関係 

抵抗力は，0.45m/s の試験から 3000kN を超え，設計よりもやや高めの性能であった．

そのため，最大速度の試験条件である振動数 2.5Hz、振幅±50mm の試験においては，

正弦波によって加振しても評価対象の 2cycle めで振幅条件を達成することができなか

った．従って，同条件については，図 3・15 に示すような正弦波の漸増漸減波を使用し

た． 

 

 

 

図 3・15．2.5Hz±50mm の試験で用いた漸増漸減波 

 

抵抗力と変位の関係を，図 3・16～3・20 に示す．抵抗力と変位の関係は，一次剛性が

やや傾きを有し，角部がやや丸みを有する平行四辺形型となった．振動数が高くなると，

抵抗力と変位の関係は，繰り返すときに同じ軌跡を辿らない場合があるが，これは試験

機のオーバーシュートの影響である．いずれの条件においても，抵抗力と変位の関係は，

矩形形状に近い状態で繰返しに対しても再現性が高いことが確認できた．しかしながら，

抵抗力は，振幅，振動数の増減によって変化した．本試験条件の範囲においては，抵抗

力は 2142～3230kN の範囲にあった．初期剛性は，本試験条件の範囲においては 560～

678kN/mm にあり，変動幅は抵抗力よりも少ない．  
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図 3・16．基本特性試験の抵抗力と変位の関係（0.1Hz） 

-4000

-2000

0

2000

4000

-150 -100 -50 0 50 100 150

F
o
rc

e 
  
k
N

Displacement   mm

Frequency:0.1Hz

-4000

-2000

0

2000

4000

-150 -100 -50 0 50 100 150

F
o
rc

e 
  
k
N

Displacement   mm

Frequency:0.1Hz

-4000

-2000

0

2000

4000

-150 -100 -50 0 50 100 150

F
o

rc
e 

  
k
N

Displacement   mm

Frequency:0.1Hz

-4000

-2000

0

2000

4000

-150 -100 -50 0 50 100 150

F
o

rc
e 

  
k
N

Displacement   mm

Frequency:0.1Hz



54 

 

 

 

図 3・17．基本特性試験の抵抗力と変位の関係（0.25Hz） 
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図 3・18．基本特性試験の抵抗力と変位の関係（0.5Hz） 
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図 3・19．基本特性試験の抵抗力と変位の関係（1.0Hz） 
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図 3・20．基本特性試験の抵抗力と変位の関係（2.0Hz 及び 2.5Hz） 
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3・5・4．基本特性試験結果 その 2 抵抗力と一次剛性の依存性 

抵抗力は，振幅，振動数の変動によって変化することが確認されたため，それぞれに

ついて依存性を評価する． 

抵抗力と振幅の関係を，図 3・21 に示す．抵抗力は，振幅が増加すると増加する傾向

がある．振動数が変化してもその変化の傾向は変わらない．試験結果にややばらつきは

あるものの，振動数毎の試験結果を回帰すると，平均して抵抗力は振幅の約 0.1 乗に比

例することが確認できた．また，抵抗力と振動数の関係を図 3・22 に示す．振動数との

関係も，振幅同様であり，平均して抵抗力は振動数の約 0.11 乗に比例する結果が得られ

た．本結果を鑑みて．抵抗力を速度との関係で示すと，その特性が明らかとなる．抵抗

力と速度の関係を，図 3・23 に示す．抵抗力と速度の試験結果を回帰すると，抵抗力は

速度の 0.1 乗に比例する特性となっていた．従って，本ダンパは，振幅，振動数の依存

性を総じて速度の依存性で表すことができる特徴を有する． 

 

 

図 3・21．抵抗力と振幅の関係 
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図 3・22．抵抗力と振動数の関係 

 

図 3・23．抵抗力と速度の関係 
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一次剛性は，平均値で 601.3kN/mm2であり，その上下限値は-7～+13%以内にあった．

一次剛性と振幅の関係を図 3・24 に示す．一次剛性は，振幅に対してやや右肩上がりの

変化に見受けることもできるが，抵抗力と比較するとその変化の傾向は軽微である．一

次剛性と振動数の関係を図 3・25 に示す．この関係においても，振幅同様，顕著な変化

の傾向は確認できない．一次剛性と速度の関係を図 3・26 に示すが，この結果について

も同様であり，一次剛性は振幅，振動数，速度に影響を受けないと判断できる．  

以上より基本特性試験より，本ダンパの抵抗力は，速度の 0.1 乗に比例する特徴を有

し，その一次剛性は速度に依存しないことが確認できた． 

 

 

 

図 3・25．一次剛性と振動数の関係 
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図 3・26．一次剛性と速度の関係 
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3・5・5．基本特性試験結果 その 3 理論式との比較 

基本特性試験では，過去のベースモデルの試験結果同様，抵抗力が速度の 0.1 乗に比

例することを確認した．本節では，3・4 項で示した理論式と試験結果を比較し，その妥

当性を確認する． 

理論式における材料定数 c0は，過去のベースモデルより算出した値を使用したが，そ

の精度は 9 ケースの試算の中で±1％の誤差となっており，材料定数は精度よく導出さ

れている．材料定数の平均値に対する変化率を図 3・27 に示す． 

理論式で算出した抵抗力と基本特性試験の結果の比較を，抵抗力と速度の関係にて図

3・28 に示す．理論式は，n に試験結果の回帰式で得られた 0.1 乗を使用し，それ以外は

材料定数及びダンパの内部寸法を使用した．理論式から求めた抵抗力と試験結果を比較

すると，試験結果は理論式から求めた抵抗力に対して，-9～+3%の範囲にあった．また

理論式から求めた抵抗力と回帰式から求めた抵抗力の差異は，約 1％と小さい．従って，

理論式は実施した試験の範囲において試験結果をよく再現している． 

 

 

図 3・27．算出した材料定数の平均値に対する変化率 

 

-4

-2

0

2

4

0 100 200 300

C
h
an

g
e 

ra
ti

o
 o

f 
C

0
%

Bore of cylinder   φmm



63 

 

 

図 3・28．基本特性試験における速度と抵抗力の関係と理論式の比較 

 

3・6．粘性流体ダンパの温度依存性 

実大級の粘性流体ダンパを試作し，載荷試験にてその特性について明らかにする． 

本試験で使用する粘性流体ダンパは，実大最小級のものとした． 

 

3・6・1．温度依存性試験方法 

速度 0.6m/s で 300kN を発揮するダンパを試作し，試験を実施する．定格抵抗力の

300kN を採用した理由は，本試験の実施が可能な最大級の試験体であることと同時に，

ボイラ構造物の制振において最小級ながら実大級であることが挙げられる．ダンパは，

アクチュエータを利用した動的載荷試験とするが，本試験においては保温箱でダンパを

覆い，温調器で雰囲気温度を調整できるシステムを利用する．  

試作した 300kN ダンパの仕様について，表 3・7 に示す．またその概要図を，図 3・

29 に示す． アクチュエータは，動的載荷力が 1500kN，最大速度 1.0m/s を加振できる

能力がある試験機を使用した．試験機の仕様を表 3・8 に示す． 

計測は，ダンパの変位，抵抗力，表面温度を計測する．変位は，レーザー変位計，抵

抗力はアクチュエータ先端に設置しているロードセル，表面温度は熱電対温度計にてそ

れぞれ計測する．計測項目と使用する計測器について，表 3・9 に示す．各計測器で取

得したデータは，動歪アンプ及び A/D 変換の機能を有したロガーであるユニバーサル

レコーダを介して PC に取り込む．計測ブロック図は，図 3・11 を参照とする．試験概

要図を，図 3・30 に示す． 
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表 3・7．試作したダンパの仕様 

項目 仕様値 

定格抵抗力 300 kN 

定格速度 0.6 m/s 

ストローク ±150 mm 

性能式 F=315.7×V0.1 

 

 

 

 

図 3・29．試作した 300kN ダンパの概要図 

 

表 3・8．試験機仕様 

項目 仕様値 

動的載荷荷重 1,500 kN 

ストローク ±1,000 mm 

加振振動数 10Hz※1 

最大速度 1.0m/s※2 

※1 但し，振幅条件による 

※2 但し，振動数，振幅条件による 

 

表 3・9．計測項目と使用した計測機器 

項 目 計測機器種別 

ダンパ変位 レーザー変位計 

ダンパ抵抗力 ロードセル 

雰囲気温度 T 型熱電対 

ダンパ表面温度 T 型熱電対 
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図 3・30．温度依存性試験概要図 

 

3・6・2．温度依存性試験条件 

温度依存性試験では，ボイラ構造物の内部環境温度に想定した雰囲気中において，載

荷実験を行い，ダンパ特性の常温時に対する変化を確認する．温度依存性試験条件につ

いて，表 3・10 に示す． 

入力波は正弦波とし，繰返回数は、3cycle とする． 

温度は，+20℃の他，+60℃と-10℃とした．+60℃は，ボイラが運転中の構造物内雰囲

気温度を想定した温度である．一方,-10℃は，寒冷な地域においてボイラを停止した時

を考慮した温度とする．温度はダンパの表面温度を計測するが，ダンパ内部温度まで一

定温度にするために，設定温度に達した後，12 時間以上放置する．内部の流体温度の測

定は，流体漏れによるダンパ損傷の懸念があるため，本試験では設定温度まで十分に時

間をかける手法を採択した．加振により温度が上昇した場合は，ダンパの表面温度が設

定温度になるまで放置した後，加振する．  

振幅条件は，基本特性試験同様に 25，50，75，100mm とする． 

振動数の試験条件は，基本特性試験にて新振動数依存性を確認できているため， 

1.0Hz とする．1.0Hz の採択理由は，ボイラの固有周期付近でありながら，上記振幅で定

格速度近辺まで確認できることが挙げられる． 

評価は，基本特性試験同様，2cycle 目の値を対象とし，その対象は，抵抗力，変位，

速度，一次剛性とする．また上記項目の評価方法も，基本特性試験に準じる． 
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表 3・10．基本特性試験条件 

No. 入力波 
振動数 

Hz 

振幅 

± mm 

速度 

m/s 

繰返し 

cycle 

温度条件 

℃ 

1 正弦波 1.0 25 0.157 3 

+20,+60, -10 
2 正弦波 1.0 50 0.314 3 

3 正弦波 1.0 75 0.471 3 

4 正弦波 1.0 100 0.628 3 

 

3・6・3．温度依存性試験結果 

各温度条件における抵抗力と変位の関係を，図 3・31～3・33 に示す． 

変位と抵抗力の関係は，温度，振幅，振動数が変化しても，角部がやや丸みを帯びた

平行四辺形状を呈している． 

抵抗力は，基本特性試験同様，振動数，振幅が変化すれば，速度に伴い変化する．20℃

の試験結果より得られた回帰特性は，F=315.7×V0.1であり，抵抗力が速度に依存する特

性は基本特性試験結果と等しい．抵抗力と速度の関係について，図 3・34 に示す．温度

は抵抗力に対して僅かながらに影響するが，その影響は小さい．+20℃に対する+60℃の

試験結果より，温度が上昇すると抵抗力は上昇することが確認でき，-10℃の試験結果か

らは，その逆の傾向が確認できる．しかしながら，その割合は，20℃の試験結果に対し

て約±5%の範囲にあり，温度の抵抗力に及ぼす影響は僅かであると言える． 

一次剛性の結果は，基本特性試験同様，振動数，振幅，速度によって変化しない．一

次剛性と速度の関係について，図 3・35 に示す．20℃の試験結果平均値は，84.1kN/mm

であり，試験結果はこの平均値の±15%以内にあった．上下限の差はやや基本特性試験

と比較すると大きい傾向にあるが，変化の傾向が一定ではないことからばらつきと評価

する．従って，温度は，一次剛性に対して，ほぼ影響しないものと判断する． 

また，20℃の試験結果と理論式から求めた抵抗力との比較を図 3・34 に併記した．理

論式の算出方法は，前述の基本特性試験と同様とした．試験結果は，理論式から求めた

抵抗力に対して±1%の範囲にあった．また試験結果より求めた回帰式は，F=316×V0.1

となったが，理論式から求めた抵抗力と回帰式から求めた抵抗力の差異は，約 3%であ

った．理論式は，実施した試験の範囲において，試験結果をよく再現している． 

以上より，ボイラ構造物内を想定した温度環境であれば，粘性流体ダンパは常温と変

わらない特性を発揮できる． 
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図 3・31．+20℃の抵抗力と変位の関係 
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図 3・32．+60℃の抵抗力と変位の関係 
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図 3・33．—10℃の抵抗力と変位の関係 
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図 3・34．各温度における抵抗力と速度の関係 

 

 

図 3・35．各温度における一次剛性と速度の関係 
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3・7．ダンパ特性の解析モデル化 

基本特性試験の結果より，粘性流体ダンパは，一次剛性を有し，抵抗力は速度の 0.1

乗に比例する．また，温度依存性試験の結果より，抵抗力と一次剛性は，温度にほぼ影

響を受けない．以上の結果より，ダンパの解析モデルを構築する． 

ダンパの解析モデルを二種類提案する．一つは，基本特性試験で得られた結果を反映

するように，抵抗力の速度依存性及び一次剛性を考慮した Maxwell モデルとする．減衰

の項に，速度の累乗モデルを，ばねの項に一次剛性の試験結果を使用する．速度の累乗

のモデルは，抵抗力と速度の関係より求めた回帰式 F = 3311×V0.1を導入し，一次剛性

は，平均値結果である 600kN/mm とした． 

もう一つは，抵抗力と変位の関係が矩形となるバイリニアモデルである．本バイリニ

アモデルは，二次剛性はほぼゼロとし，降伏荷重と降伏変位で定義する．降伏荷重は，

基本特性試験で得られた抵抗力試験結果の平均値より，2704kN とする．また，その結

果と同試験の一次剛性試験結果である 600kN/mm で算出する値 4.5mm を降伏変位とし

た． 

一方，抵抗力の温度依存性については，前述の試験結果より抵抗力，一次剛性ともに

温度による影響は少ないもの判断し，両解析モデルには考慮しない．解析モデルの諸元

を，表 3・11 に示す． 

 

表 3・11．解析モデル諸元 

種別 項目 仕様値 

Maxwell モデル 
減衰の項 F(kN) = 3311×V0.1 

ばねの項 600 kN/mm 

バイリニアモデル 

降伏荷重 2704 kN 

降伏変位 4.5 mm 

一次剛性 600 kN/mm 

二次剛性 ≒0 

 

基本特性試験における試験結果と解析モデルの比較を図 3・36～3・39 に示す．比較

した条件は，基本特性試験における最大最小速度の条件の他，中間の 2 点とし，振動数

条件，振幅条件をそれぞれ変えたものである． 

減衰の項に抵抗力の速度依存性を使用した Maxwell モデルは，どの試験条件でも試験

結果と解析結果がほぼ合致している．その差違は，エネルギ吸収で評価すると-4～-1％

であり、解析モデルは試験結果を良好に再現していると言える． 

一方，バイリニアモデルでは，振動数 0.5Hz，振幅±75mm の試験条件では試験結果

と解析結果がほぼ合致しているものの，それよりも速度が低い場合は解析モデルの抵抗
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力は増加側に乖離し，速度が高い場合はその逆となる．その乖離は，エネルギ吸収で評

価すると-15～+17％となっており，これは抵抗力の速度依存性のために発生する．しか

しながら，この乖離量は速度依存性を考慮した Maxwell モデルよりも大きくはなってい

るものの，設計する速度範囲を考慮した設計さえすれば乖離を小さくでき，十分に使用

できる． 

以上より、ダンパの解析モデルは減衰の項に速度依存性を，ばねの項に一次剛性を考

慮した Maxwell モデルが最も適していると言える．バイリニアモデルの再現性は，あら

ゆる速度領域を考慮した場合， Maxwell モデルよりも低くなる．しかしながら，バイリ

ニアモデルの汎用性，解析ソフトの利便性より，同モデルを使用する場合は，ダンパを

効かせたい構造物の応答速度を考慮すること，若しくはダンパ効果が働いている応答速

度より定格抵抗力を求めること等に留意することで，その精度に応じた解析が可能とな

る． 
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図 3・36．0.1Hz±25mm の基本特性試験における試験結果と解析モデルの比較 
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図 3・37．0.5Hz±75mm の基本特性試験における試験結果と解析モデルの比較 
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図 3・38．1.0Hz±100mm の基本特性試験における試験結果と解析モデルの比較 
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図 3・39．2.5Hz±50mm の基本特性試験における試験結果と解析モデルの比較 
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3・8．ダンパの解析モデルを用いたトレース解析 

前章では，ボイラ構造物の制振ダンパとして，抵抗力と変位の関係が矩形のバイリニ

アとなるダンパが適していることを示し，本章ではそれを実現するためのダンパ開発を

行ってきた．しかしながら，事前に解析で求めた特性と開発したダンパの特性は，類似

しているものの相違点もある．そこで改めて開発したダンパの特性を考慮した解析モデ

ルを用いて，地震応答解析を行い，その効果を確認する． 

 

3・8・1．解析方法 

解析は，二章で使用したボイラ構造物の解析モデルに，粘性流体ダンパの解析モデル

を導入して地震応答解析を行う．解析モデルは，抵抗力の速度依存性と一次剛性を考慮

した Maxwell モデルとバイリニアモデルとする．比較対象は，2・4・2 項で示した抵抗

力と変位の関係が矩形となるバイリニアモデルと振れ止めを想定したバイリニアモデ

ルとする． 

Maxwell モデルの減衰の項は，基本特性試験で得られた結果に従い，抵抗力が速度の

0.1 乗に比例する特性とする．一次剛性は，基本特性試験より 3000kN のダンパで一次剛

性が 600kN/mm であったことから，その関係より 5mm で最大抵抗力に達する剛性を入

力した． 

バイリニアモデルは，抵抗力と変位の関係が矩形となる同様の型とするが，本節で使

用するモデルは，一次剛性が二章のそれよりも低く，粘性流体ダンパを想定できるもの

とした．一次剛性の設定は，基本特性試験結果より，降伏変位を 5mm で設定する． 

解析では，2・4・2 項で得られた矩形型バイリニアと比較するために，0.5m/s に基準

化した Taft EW 波を入力した時に，最大抵抗力が等価となるダンパパラメータを設定し，

その条件において他の地震波を入力する．入力する地震波は，Taft EW 波の他，El Centro 

NS 波，Hachinohe NS 波を使用し，両波形とも，最大速度を 0.5m/s に基準化したものと

する． 
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3・8・2．解析結果 

解析結果より，Taft EW 波を入力したときに最大抵抗力が等価となる場合のパラメー

タを，表 3・12 に示す． 

 

表 3・12．解析で求めた各ダンパのパラメータ 

解析モデル 項目 単位 値 

確認対象モデル 

矩形型バイリニア 
降伏変位 mm 5 

降伏荷重 MN 25.5 

Maxwell モデル 
減衰の項 MN F = 28.4×V0.1 

ばねの項 MN/mm 5.1 

比較対象モデル 

バイリニアモデル 

（ストッパー想定） 

一次剛性 MN/mm 3.34 

二次剛性 MN/mm 0.08 

降伏変位 mm 6.5 

降伏荷重 MN 21.71 

矩形型バイリニア 
降伏変位 mm 1 

降伏荷重 MN 25.5 

 

前章で求めた矩形型バイリニア最大抵抗力は 25.5MN であったため，Maxwell モデル

もそれ同等としたが，0.5m/s に基準化した Taft EW 波を入力した場合，最大相対変位は

約 95mm となり，比較対象のバイリニアモデルよりも 30％程度低減することが出来た．

一方，降伏変位を 5mm としたバイリニアモデルは，10mm 程度最大相対変位が大きく

なった．全体的な傾向として，前章で求めたバイリニアモデルよりも変位の項目におい

て，若干大きくなる傾向があるが，それ以外はほぼそれと同等である．そのため，一次

剛性の差異は，それほど顕著には確認できないと言える．  

各入力波における変位と抵抗力の関係を図 3・40～42 に示す．Taft EW 波を入力した

時，Maxwell モデルの最大抵抗力は，前章で求めたバイリニアモデルと同等ではあるも

のの，全体には低い傾向がある．矩形型のバイリニアモデルよりも大振幅に至る前に折

り返し稼働していることが確認でき，その部分でエネルギ吸収が図られているためと考

えられる．  

一方，El Centro NS 波，Hachinohe NS 波を入力した場合には，最大相対変位が大きく

なる．矩形型のバイリニアモデルでは，剛性で変位を抑制しているが，Maxwell モデル

では速度が低い時には，定格抵抗力よりも多少ながらではあるものの，バイリニアモデ

ルよりも小さい抵抗力で二次剛性部に移行するため，よりエネルギ吸収が図られている

が，その分，発生する変位が大きくなることが要因に挙げられる．  

比較対象と確認する解析モデルを入力波毎に，最大相対変位，最大ダンパ抵抗力，累
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積変位量及びボイラと支持構造物の加速度で示した図を，図 3・43～3・47 に示す．ダ

ンパ抵抗力を等価にした場合，Maxwell モデルは，Taft EW 波を入力した場合の累積変

位量を前章で求めた矩形型のバイリニアモデルと同等にできる．El Centro NS 波，

Hachinohe NS 波の場合は，前述で述べた要因より増加が確認できるが，振れ止めを想定

したバイリニアモデルよりもいずれの場合も小さく，その効果は有効であると言える． 

また加速度については，全地震波において，前章で求めたバイリニアモデルよりも小

さい．また，振れ止めを想定したバイリニアモデルと比較しても，同等若しくはそれ以

下に低減できている． 

これらを総括して，各地震波における振れ止めを想定したバイリニアモデルと

Maxwell モデルの抵抗力と変位の関係を図 3・48～3・50 に示す． 開発した粘性流体ダ

ンパの解析モデルである Maxwell モデルは，いずれの地震波でも従来品である振れ止め

を想定したバイリニアモデルよりも，抵抗力も変位も小さくすることができることが確

認できた． 

 

 

図 3・40．Taft EW 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 

（Maxwell モデルと矩形型バイリニアモデルの比較，Yd：降伏変位） 
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図 3・41．El Centro NS 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 

（Maxwell モデルと矩形型バイリニアモデルの比較，Yd：降伏変位） 

 

 

図 3・42．Hachinohe NS 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 

（Maxwell モデルと矩形型バイリニアモデルの比較，Yd：降伏変位） 
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図 3・43．速度依存性を考慮した Maxwell モデルと降伏変位をダンパ特性に合わせ

た矩形型バイリニアモデルの各地震波における最大相対変位 

（Stopper：振れ止め装置を想定したバイリニアモデル，Yd：降伏変位） 

 

 

 

図 3・44．速度依存性を考慮した Maxwell モデルと降伏変位をダンパ特性に合わせ

た矩形型バイリニアモデルの各地震波における最大ダンパ抵抗力 

（Stopper：振れ止め装置を想定したバイリニアモデル，Yd：降伏変位） 
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図 3・45．速度依存性を考慮した Maxwell モデルと降伏変位をダンパ特性に合わせ

た矩形型バイリニアモデルの各地震波における累積変位量 

（Stopper：振れ止め装置を想定したバイリニアモデル，Yd：降伏変位） 

 

 

 

図 3・46．速度依存性を考慮した Maxwell モデルと降伏変位をダンパ特性に合わせ

た矩形型バイリニアモデルの各地震波におけるボイラの応答加速度 

（Stopper：振れ止め装置を想定したバイリニアモデル，Yd：降伏変位） 
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図 3・47．速度依存性を考慮した Maxwell モデルと降伏変位をダンパ特性に合わせた矩形

型バイリニアモデルの各地震波における支持構造物の応答加速度 

（Stopper：振れ止め装置を想定したバイリニアモデル，Yd：降伏変位） 

 

 

図 3・48．Taft EW 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 

（振れ止め装置を想定したバイリニアモデルと Maxwell モデルの比較） 
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図 3・49．El Centro NS 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 

（振れ止め装置を想定したバイリニアモデルと Maxwell モデルの比較） 

 

 

図 3・50．Hachinohe NS 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 

（振れ止め装置を想定したバイリニアモデルと Maxwell モデルの比較） 
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3・9．粘性流体ダンパの緩速変形特性 

ここまでに粘性流体ダンパの地震時に関わる特性の解明と設計のための解析モデル

の構築について述べてきたが，本節では粘性流体ダンパの緩速変形特性について示す． 

本ダンパは，基本特性試験等これまでの検証で，実験的に抵抗力は速度の 0.1 乗に比

例することを示してきた．この特性は，温度への依存性も少なく地震時の変位抑制に効

果的である．しかし，ボイラ構造物では稼働・停止時に温度収縮が発生するが，この変

形には緩やかに追従することが適している． 

そこで，基本特性試験時に緩速変形の試験についても実施した． 

試験方法及び計測方法は，基本特性試験に準じる．加振の条件は，振動数 0.0005Hz，

振幅±8mm であり，入力波には正弦波を使用した．繰り返し回数は 1cycle のため，評

価は図 3・51 に示すように負側の Y 軸切片の絶対値を評価する． 

緩速変形試験における抵抗力と変位の関係を図 3・52 に示す．3000kN のダンパの抵

抗力は，620kN であり，定格速度の約 1/6 程度であった．また抵抗力と速度の関係を図

3・53 に示す．基本特性試験結果とそれより得られた回帰特性から，緩速変形試験で得

られた抵抗力相当を発揮するための速度は 5.3×10-8m/s と算出できるが，実験結果では

2.1×10-5m/s で乖離している． 

以上より，本ダンパは，温度収縮のような緩速的な外力を受けた時には，地震時の反

力よりも低減して抵抗力を発揮するため，構造物の負担を和らげることが可能である． 

 

 

図 3・51．緩速変形における特性試験の抵抗力評価 
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図 3・52．緩速変形試験における抵抗力と変位の関係 

 

 

図 3・53．緩速変形試験における抵抗力と速度の関係 
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3・10．結言 

本章では，ボイラ構造物の制振ダンパとして求められる矩形型のバイリニアな特性を

有するダンパを解析的・実験的検証より開発した．以下に本章で得た知見について示す． 

・ナビエ・ストークスの式と粘性率変数を用いた手法でダンパの理論式を導出した．下

記に示す理論式を導出した． 

  

  

・実大級となる 3000kN ダンパを試作し，基本特性試験を実施した．その結果より，抵

抗力と変位の関係が矩形履歴となること，抵抗力が速度の 0.1 乗に比例する特性を有

すること，一次剛性は振幅，振動数，速度に依存せず，一定であることを確認した． 

・基本特性試験と理論式で算出する抵抗力を比較し，試験結果は理論式から求めた抵抗

力に対して，-9～+3%の範囲にあった．また理論式から求めた抵抗力と回帰式から求

めた抵抗力の差異は，約 1％と小さい．従って，理論式は実施した試験の範囲におい

て試験結果をよく再現している． 

・温度依存性試験においては，実大級ともなる 300kN ダンパによって，-10～+60℃雰囲

気中の抵抗力特性を確認した．その温度範囲では，常温を想定した+20℃雰囲気の特

性とほぼ抵抗力の特性がほぼ変わらないことを確認した． 

・温度依存性試験の 20℃の結果を用いて，理論式の妥当性を確認した．試験結果は，理

論式から求めた抵抗力に対して±1%の範囲にあった．また理論式から求めた抵抗力

と回帰式から求めた抵抗力の差異は，約 3%であった．理論式は，実施した試験の範

囲において，試験結果をよく再現している． 

・以上の二試験の結果より，ダンパの解析モデルを構築した．解析モデルは，Maxwell

モデルとバイリニアモデルとする． 

・Maxwell モデルは，減衰の項に抵抗力が速度の 0.1 乗に比例する特性を，ばねの項に

ダンパの一次剛性を入力する．Maxwell モデルを用いることにより，速度で抵抗力が

変わるダンパの特性をほぼ正確に再現することができた． 

・一方，バイリニアモデルは，抵抗力の速度依存性が反映されないため，試験結果との

乖離が低速，高速側で発生した．精度は，バイリニアモデルの精度は約±15%であり，

Maxwell モデルの方が正確である．しかしながら，バイリニアモデルは解析モデルの

利便性が高く，解析ソフトも充実しているため，使用する場合は，構造物の応答速度

を考慮したダンパ設定をすることで，精度を補うことができる． 
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・これらの解析モデルと振れ止めや前章で探索した特性の解析モデルとの比較を，前章

同様の地震応答解析で行った．抵抗力が速度の 0.1 乗に比例する特性を考慮した

Maxwell モデルは，振れ止めを考慮した解析モデル以上の効果があり，前章で探索し

た特性の解析モデルと同等程度の効果があることを確認した． 
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第 4章 長周期長時間地震に対応するダンパ性能 

4・1．緒言 

本章では，現行装置の課題である地震の繰返しに対して，東北地方太平洋沖地震の観

測波や現在予測されている南海トラフを震源とする大地震などの長周期長時間地震の

波形を用いた地震応答解析を行い，開発した粘性流体ダンパの挙動を検証する． 

 

4・2．長周期長時間地震 

長周期地震が発生すると，地震の長周期成分で構造物の共振が発生し，被害が生じる．

気象庁では，現在，通常の地震での震度階級とは別に，長周期地震動階級を定め，試行

的に発表している．その階級は，固有周期 1.5 秒程度から周期 8 秒程度までの高層ビル

を対象として、発生する可能性がある被害を段階分けしたものである。中低層構造物固

有周期は，やや短周期側にあれば 0.5 秒程度となり，長くて 2 秒程度にあるが，長周期

地震動階級はそれと殆どの部分が合致していないことが分かる．一方，高層構造物や超

高層構造物の固有周期は，約 3 秒から 4 秒程度の範囲となり，それ以上の場合もある．

また，防災拠点や公共構造物，及び中低層構造物などの地震対策として免震構造を採用

する機会も増加しているが，その場合固有周期を約 3 秒から 4 秒程度にする場合が多

い．日本国内では，高層構造物や 60m を超す超高層構造物の建設が増加していること，

地震対策として免震構造を場合が増加していることなどから防災上の対策が重要視さ

れている． 

具体的な被害事例としては，2003 年に発生した十勝沖地震での被害が挙げられる．石

油備蓄施設で，スロッシングが要因とする火災が起きた．これは，スロッシングにより

浮き屋根が他設備と衝突し，火花が発生したことが要因とされている．その被害状況を

図 4・14-(1)に示す．また，翌年 2004 年に発生した新潟県の中越地震では，東京の高層構

造物のエレベータのワイヤーが損傷した．この時の東京 23 区内の震度階級は震度 3 で

あった．2007 年の中越沖地震でも，同じく東京の高層構造物のエレベータで人が閉じ込

められる被害が発生している．そして，2011 年の東北地方太平洋沖地震では，宮城県，

福島県他東北各地に加え，東京も長周期地震動階級の最大値4を記録した．それに加え，

東京から更に数百 km 離れた大阪でも同震度階級 2 を記録し，震源から 770km 離れた咲

洲庁舎では揺れが約 10 分間も続き，最上階付近の揺れ幅は最大約 2.7 メートルに達し

た．気象庁が発表した過去の長周期地震動階級（試行）の震度分布を図 4・2～4・44-(2)

に示す． 

上記の被害事例では，スロッシングやエレベータ等，構造物本体以外にも被害が発生

していることが特長的だが，特に震源から遠方において被害が発生していることは，課
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題対策の難易度を向上させている．遠方で被害が発生する理由として，地震の長周期成

分は，短周期成分と比べて伝播する際に減衰しにくいこと，堆積地盤では長周期成分が

伝播しやすく且つ増幅すること，が挙げられる．これにより，構造物は建設される周辺

地域で発生する地震だけでなく，遠方の地震や地盤種別などより考慮しなければ対策が

できない．更に，地震の発生源となる大陸プレート間のひずみや断層のずれが大きいほ

ど，地震の長周期地震発生の可能性が高まる．つまり，大地震になればなるほど発生す

る可能性が増加し，対地震対策にとっては，非常に難しい問題となる． 

また，東北地方太平洋沖地震以前にも，南海トラフを震源とする地震予測において，

複数のプレートが同時に動くこと大地震発生に関する検討も行われていたが，地震連動

を裏付けるほどの観測記録が乏しかったために，想定した人工地震波の継続時間は様々

であった．しかし，東北地方太平洋沖地震では，複数の大陸プレートが連鎖的に動き，

強い揺れが 6 分間以上も観測されたことにより，長時間地震も同時に対策されることと

なった．  

これらの対策として，建築分野では国交省国住指第 1111 号により，超高層建築物等

における南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動対策が出され，その中で対策を

講じることとなった．また，橋梁分野では，道路橋示方書の海洋型地震動が，東北地方

太平洋沖地震以降に改訂され，長周期地震の影響を考慮する設計となった． 

産業分野に分野においては，それらを考慮した研究事例は極めて少なく，対策検討が

急がれる．ボイラ構造物は，構造物の規模でいえば高層，超高層に属する．固有周期は

一般的な建築の高層，超高層構造物よりも低く，免震構造物や高層，超高層構造物に比

べると，長周期長時間地震での共振は起きにくいことが考えられる．しかしながら，振

幅の大きい揺れ，継続時間の長い揺れは，従来からプラント設計で検討されている Taft 

EW 波，El Centro NS 波，Hachinohe NS 波で生じる応答性状とは異なることが想定され

るため，その違いに着目する．  
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図 4・1．2003 年十勝沖地震での被害 4-(1) 

（震源から約 250km 離れた苫小牧市の石油コンビナートでの火災 ） 
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図 4・2．2011 年東北地方太平洋沖地震の長周期地震動階級 4-(2) 

 

図 4・3．2004 年新潟県中越地震の長周期地震動階級 4-(2) 
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図 4・4．2003 年十勝沖地震の長周期地震動階級 4-(2) 
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4・3．長周期長時間地震を入力した地震応答解析 

本節では，長周期長時間地震を入力した地震応答解析を行い，応答性を評価すること

で制振ダンパの有効性を確認する． 

 

4・3・1．解析モデル 

ボイラ構造物の解析モデルは，2・3・1 項同様とする．ボイラと支持構造物を二質点

に置き換えたものとし，固有周期は約 1.3 秒，構造減衰はレーリー減衰で 5%を付与し

た．解析モデルについて図 4・5 に示す． 

また，ボイラと支持構造物間に配するダンパは，2・3・2 節で示した減衰要素に粘性

減衰を採用した Maxwell モデルと開発したダンパの解析モデルとして，減衰要素に速度

の 0.1 乗に比例する特性を，剛性要素に一次剛性を採用した Maxwell モデルとする．開

発したダンパの解析でモルを図 4・6 に示す． 

 

 

 

 

図 4・5．ボイラ構造物の二質点へのモデル化 

 

ms/mb:約 2.6 
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図 4・6．開発したダンパの解析モデル 

 

4・3・2．解析に用する入力波 

本解析で使用する入力波は，主に長周期長時間地震の波形とした．各地震波の概要に

ついて，下記に示す． 

 

① Haramachi NS 波 

② Haramachi EW 波 

③ Sannomaru NS 波 

④ Sannomaru EW 波 

⑤ SZ1 波 

⑥ CH1 波 

⑦ OS1 波 

 

・Haramachi NS 波，EW 波 

本波形は，2011 年の東北地方太平洋沖地震の時に，防災科学研究所の強震観測網

（K-NET）で観測された波形であり，観測地点は福島県原町（FKS005，原町

（HARAMACHI）東経：37.6385°，北緯：140.9849°）である．この観測点の 10km

圏内には，東北電力の原町火力発電所がある．同発電所は，総出力 200 万 kW の石

炭火力発電所であり，津波の甚大な被害を受けた．津波の被害は，同発電所を再建

設するほど壊滅的な状況とし，地震被害の痕跡もわからないほど甚大なものであっ

た．また本観測点から約 30km 離れた場所には，原発事故を生じた福島第一発電所

も所在する．共にベースロード電源を担うことのできる大容量発電施設が所在する

ことから，東北地方太平洋沖地震における産業施設の耐震性を検討できる波形とし

て本解析に採用した．図 4・7 に K-net の観測点を示す．また，図 4・8～4・9 に
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Haramachi NS 波，EW 波の加速度，速度，変位の応答スペクトルを，図 4・10～4・

11 に入力波となる Haramachi NS 波，EW 波の加速度波形を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

 

図 4・7．K-net の観測点（FKS005，原町（HARAMACHI）の所在地 

 

 

図 4・8．Haramachi NS 波の応答スペクトル(h=0.05) 
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図 4・9．Haramachi EW 波の応答スペクトル(h=0.05) 

 

図 4・10．入力波に用いた Haramachi NS 波の加速度波形 

 

図 4・11．入力波に用いた Haramachi EW 波の加速度波形 
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・Sannomaru NS 波，EW 波 

名古屋市の三の丸地区では，国土交通省中部地方整備局，愛知県，名古屋市の 3者

が，各庁舎の免震構造化を含む耐震改修を過去に計画していたが，その際に愛知県入

力地震動協議会が設計用入力地震動として作成した波形 4-(3)が Sannomaru 波である．

本波形は，南海トラフ沿いを震源に 100～150 年周期で発生しているとされる M8～

M9 クラスの地震を想定したものであり，過去に発生した地震や活断層の分布状況な

どに基づく名古屋市周辺の地震活動の特徴と，確率論的想定地震の考え方に基づいて，

三の丸地区での地域特性を考慮した工学的基盤における地震動となっている． 

本波形は，3 秒付近にスペクトルのピークが来ることが特徴的であり，この周期は，

免震構造物や高層・超高層構造物の固有周期に近接する．そのため，後述する 2016 年

に発行された国交省の住指第 1111 号以前は，免震構造物や高層・超高層構造物の設

計用入力地震動として，頻繁に用いられた経緯がある． 

Sannomaru 波の計算地点と想定新東海地震の断層モデルおよび観測された地震の震

央位置を図 4・12 に示す．また，図 4・13～4・14 に Sannomaru NS 波，EW 波の加速

度，速度，変位の応答スペクトルを，図 4・15～4・16 に入力波となる Sannomaru NS

波，EW 波の加速度波形を示す． 

 

 

図 4・12．計算地点と想定新東海地震の断層モデルおよび観測された地震の震央位置 4-(3) 

（網掛部：アスペリティ，それ以外が背景領域，☆印は破壊開始点） 
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図 4・13．Sannomaru NS 波の応答スペクトル(h=0.05) 

 

 

図 4・14．Sannomaru EW 波の応答スペクトル(h=0.05) 
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図 4・15．入力波に用いた Sannomaru NS 波の加速度波形 

 

図 4・16．入力波に用いた Sannomaru EW 波の加速度波形 
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Absolute value of Max. Acc.:1.86m/s2 
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・SZ1 波，CH1 波，OS1 波 

平成 28 年 6 月 24 日に国交省より国住指 1111 号が発行され，長周期長時間地震に

対する超高層構造物，免震構造物等の安全性検証に対する指針が示された．SZ1 波，

CH1 波，OS1 波は，その検証に使用されることが一例に挙げられている設計用入力地

震動の一部 4-(6)であり，平成 20 年度から建築基準整備促進事業を活用して作成された

ため，基整促波と呼称される．上記 3 波は，建築物に影響を与える 0.1 秒から 10 秒の

幅広い周期成分を含み，継続時間が 600 秒と非常に長い．国住指 1111 号別紙には，

超高層建築物等における南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震対策の対象区

域が示されており，関東地方，静岡地方，中京地方，大阪地方がその対象となる．今

回採用した 3 波は，関東を除くそれぞれの地方から擬似速度応答スペクトルが最大と

なる 1 地域の地震波形である．基整促波の地方・地域の区分けと擬似速度応答スペク

トルを図 4・17～4・18 に示す．上記 3 波の加速度，速度，変位の応答スペクトルを

図 4・19～4・21 に，各波形の加速度波形を図 4・22～4・24 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4・17．基整促波の関東，静岡地区における地域の区分けと擬似速度応答スペクトル 4-(6) 
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図 4・18．基整促波の中京，大阪地区における地域の区分けと擬似速度応答スペクトル 4-(6) 

 

 

図 4・19．SZ1 波の応答スペクトル(h=0.05) 
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図 4・20．CH1 波の応答スペクトル(h=0.05) 

 

 

図 4・21．CH1 波の応答スペクトル(h=0.05) 
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図 4・22．入力波に用いた SZ1 波の加速度波形 

 

 

図 4・23．入力波に用いた CH1 波の加速度波形 

 

 

図 4・24．入力波に用いた OS1 波の加速度波形 

 

Absolute value of Max. Acc.:2.57m/s2 

Absolute value of Max. Acc.:2.65m/s2 

Absolute value of Max. Acc.:2.63m/s2 
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4・3・3．解析方法 

解析は，開発したダンパの解析モデルに Maxwell モデルを採用して，応答値を評価す

る．ボイラ構造物は，従来の振れ止め装置を設置し，最大速度を 0.5m/s に基準化した

Taft EW 波を入力した時に，相対変位が 150mm 以下となるように設計されている．本節

では，開発したダンパを導入し，同様の手法を用いた解析を行う．  

解析手法は，下記の手順で行う．評価は，各地震波を入力した際，Taft EW 波と同様

の抵抗力で最大相対変位が 150mm に収まることを確認し，収まらない場合は，その増

加量を確認したうえで，応答性状の特徴を確認する．解析のフローを，図 4・25 に示す． 

 

【解析手順】 

① Taft EW 波を入力した時に，最大相対変位が 150mm となるように抵抗力を決定

する． 

この時，一次剛性は 5mm で最大抵抗力に達する値とする． 

② ①のダンパ特性を使用し，長周期長時間地震の地震波を入力する． 

③ 最大相対変位が，150mm 以下の場合，応答値を評価する． 

評価対象は，最大相対変位，累積変位量，ボイラ及び支持構造物の応答加速度と

する． 

④ 最大相対変位が，150mm を超えた場合，最大相対変位が 150mm になるまでダン

パ抵抗力を増加させる．この時，ダンパ抵抗力と一次剛性の関係は，①と同様と

する． 

⑤ 最大相対変位が，150mm の場合，応答値を評価する． 

評価対象は，ダンパ最大抵抗力，累積変位量，ボイラ及び支持構造物の応答加速

度とする． 
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図 4・25．長周期長時間地震を入力する解析のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

【条件】
入力波：Taft EW波

最大相対変位：150mm

【結果A】
ダンパ抵抗力の決定
一次剛性の決定

【結果A】
Taft EW波入力時の

累積変位量
各質点の加速度

【条件】
入力波：長周期長時間地震
ダンパ特性：Aの結果

【結果判定】
最大相対変位：150mm以下

の場合
【結果B】

各地震波入力時の
最大応答変位
累積変位量

各質点の加速度

【結果判定】
最大相対変位：150mm以上

の場合

【条件】
入力波：長周期長時間地震
最大相対変位：150mm

【結果C】
ダンパ抵抗力の決定
一次剛性の決定

【結果C】
各地震波入力時の

累積変位量
各質点の加速度
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4・3・4．解析結果 

ダンパの最大抵抗力，累積変位量，支持構造物とボイラの応答加速度の解析結果を図

4・26 に示す．同図には，Taft EW 波の結果も併記した．今回入力した長周期長時間地震

においては，Taft EW 波で設定したダンパ抵抗力と等価な場合，Haramachi NS 波のみ応

答の相対変位が 144mm となり，目標値以下に収めることができた．しかしながら，そ

れ以外についてはダンパ抵抗力をより増加させる必要性があった．ダンパ抵抗力は，SZ1

波及び CH1 波を除いては Taft EW 波を入力したときの約 1.3 倍であったが，上記二波で

は約 2.7 倍であった．これは，固有周期近辺のスペクトルが高くなっていることが要因

と推定する．また，相対変位を目標値以下に収めるダンパ抵抗力を配したとき，累積変

位量は Taft EW 波を入力した場合の 1.5～3 倍となっていた．累積変位量が最大となった

地震波は OS1 波であった．累積変位量の増加に伴い，エネルギ吸収も増加する．各地震

波におけるダンパの抵抗力と変位の関係とエネルギ吸収の時刻歴推移を図 4・27～4・42

に示す．エネルギ吸収が増大すると，ダンパの耐久性への懸念が高まるが，それは次章

の実験にて検証する． 

ボイラ構造物の相対変位の時刻歴推移を図 4・43～4・44 に示す．全体的に大きく動

く時間帯（以降：稼働時）とほぼ動かない時間帯（以降：静止時）に分かれている．本

ダンパは，微小な速度から急激に抵抗力を発揮する．そのために，作用する外力が小さ

ければ，ダンパは一次剛性により発生する変位を微小なものとし，外力が大きければ，

エネルギ吸収をしながら伸縮するが，このダンパの特徴により稼働時と静止時の分別が

生じている．SZ1 波の結果は，開発したダンパの稼働時と静止時を分別する特徴がよく

表れている結果であり，主要動部の揺れが大きくダンパ抵抗力を他地震波より過大に必

要とするものの，それ以外の揺れは長時間に及んでも変位を微小化しており，累積変位

量が Taft EW 波の 0.85 倍と唯一長周期長時間地震の中で減少側となった．一方で，SZ1

波，CH1 波，OS1 波では，稼働時と静止時を分別する特徴が影響し，残留変位が発生し

ている．但し，開発したダンパは，速度が小さければ小さな抵抗力で稼働する．併せて，

ボイラが吊り下げ構造となっていることから復元力を有している．従って，ダンパが残

留変位を生じた位置にボイラを留めることはなく，時間を有するもののボイラはゼロ点

まで復元すると考えられ，残留変位の影響は少ない． 

 ボイラ構造物の応答加速度は，従来の振れ止め装置を設置した場合と同等程度に留

めることを目標としている．現在のプラントは，振れ止め装置を用い，Taft EW 波を入

力した時に相対変位が 150mm 以下になるよう設計されていることから，2 章の図 2・

25 で示したバイリニアモデルの解析結果がその値となる．その結果は約 3m/s2であ

り，それと比較すると，長周期長時間地震の解析結果は，殆どの地震波で同等程度で

あった．しかしながら，SZ1 波及び CH1 波については，それを超える加速度が発生し

ている．要因は，固有周期近辺のスペクトルが大きいことから共振現象によるものと
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考えられ，ダンパ抵抗力を増大させて変位を目標振幅以内に収めたものの，その地震

力の大きさより加速度の応答が上がったと推定する．スペクトルの形状が同様でその

値がやや小さい OS1 波では応答加速度の増大が発生していない．開発したダンパは，

前節で示したように従来の振れ止め装置よりも減衰効果は高く見込めるものの，地震

種別によっては応答加速度が増大する可能性があるため，プラント設計時に留意すべ

き点となる． 

 

 

図 4・26．ダンパの最大抵抗力，累積変位量，支持構造物とボイラの 

応答加速度の解析結果 
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図 4・27．0.5m/s に基準化した Taft EW 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 4・28．0.5m/s に基準化した Taft EW 波を入力した時のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 4・29．Haramachi NS 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 4・30．Haramachi NS 波を入力した時のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 4・31．Haramachi EW 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 4・32．Haramachi EW 波を入力した時のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 4・33．Sannomaru NS 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 4・34．Sannomaru NS 波を入力した時のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 4・35．Sannomaru EW 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 4・36．Sannomaru NS 波を入力した時のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 4・37．SZ1 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 4・38．SZ1 波を入力した時のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 4・39．CH1 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 4・40．CH1 波を入力した時のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 4・41．OS1 波を入力した時のエネルギ吸収の時刻歴推移 

 

 

図 4・42．OS1 波を入力した時のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 4・43．各地震波を入力した時の変位応答波 

(Taft EW 波，Haramachi NS 波，Haramachi EW 波，Sannomaru NS 波) 
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図 4・44．各地震波を入力した時の変位応答波 

(Sannomaru EW 波，SZ1 波，CH1 波，OS1 波) 
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4・4．開発したダンパの有効性（粘性減衰との比較） 

前節において，長周期長時間地震の地震波を使用した地震応答解析の結果，累積変位

量は Taft EW 波を入力した場合の 1.5～3 倍となること，累積変位量の増大に伴い，エネ

ルギ吸収が増加することを述べた．次章にその実験的検証を示すが，本節では，オイル

ダンパを想定した減衰要素に粘性減衰を採用した Maxwell モデルを用いた解析結果と

の比較を行い，開発したダンパの有効性を示す．なお，剛性要素は，2 章同様に文献 4-

(8)参考にし，4.5mm で最大抵抗力に到達するような剛性とした． 

解析モデルは，4・3・1 項同様とし，入力波は Haramachi EW 波，Sannomaru EW 波，

OS1 波とした．最大相対変位が 150mm に達する時の，ダンパの最大抵抗力，累積変位

量，支持構造物及びボイラの応答加速度の結果を図 4・45 に示す．本図は，各地震波に

おける開発したダンパの結果との比率を示し，1 以下であれば開発したダンパの値より

も低く，その逆であれば開発したダンパよりも大きな数値を示す．累積変位量を除いて

は，概ね開発したダンパと粘性減衰の応答性は同等と言えるが，累積変位量だけは解析

した 3 条件の入力波でいずれもいずれも開発したダンパの 3 倍以上となっている．ダン

パの抵抗力と変位の関係とエネルギ吸収の推移を図 4・46～4・51 に示す． 

 

 

図 4・45．開発したダンパと粘性減衰の応答の比率 

 

粘性減衰は，1cycle 当たりのエネルギ吸収は開発したダンパよりも小さいが，開発し

たダンパよりも小さな速度で動き出すため，繰返し回数が増大してエネルギ吸収が大き

くなる．本解析結果では，粘性減衰は開発したダンパより 1.3 倍から 2 倍のエネルギを
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したエネルギの発熱に耐える必要がある．以上から，開発したダンパは，稼働時と静止

時を分別する機能により累積変位量を抑え，ボイラ構造物を目標の変位内に収めるため

効率よくエネルギ吸収をしていると言える． 

 

 

図 4・46．Haramachi EW 波入力時の抵抗力と変位の関係 

（開発したダンパと粘性減衰の比較） 

 

 

図 4・47．Haramachi EW 波入力時のエネルギ吸収の時刻歴推移 

（開発したダンパと粘性減衰の比較） 
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図 4・48．Sannomaru EW 波入力時の抵抗力と変位の関係 

（開発したダンパと粘性減衰の比較） 

 

 

図 4・49．Sannomaru EW 波入力時のエネルギ吸収の時刻歴推移 

（開発したダンパと粘性減衰の比較） 
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図 4・50．OS1 波入力時の抵抗力と変位の関係 

（開発したダンパと粘性減衰の比較） 

 

 

図 4・51．OS1 波入力時のエネルギ吸収の時刻歴推移 

（開発したダンパと粘性減衰の比較） 
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4・5．結言 

入力波に長周期長時間地震を用いて，ボイラ構造物を二質点に置き，その間に開発し

たダンパを設置した地震応答解析を実施し，下記の結果を得た． 

・使用した入力波条件では，Haramachi NS 波のみ Taft EW 入力時と同等のダンパ抵抗力

で変位 150mm に収められた．その他では，Haramachi EW 波，Sannomaru NS・EW 波

及び OS1 波で 1.3 倍程度，SZ1 波及び CH1 波では，2.7 倍程度のダンパ抵抗力を必要

とする． 

・開発したダンパは，地震波に対して，全体的に大きく動く稼働時とほぼ動かない静止

時を有する． 

・開発したダンパは，微小な速度から急激に抵抗力を発揮する．そのために，作用する

外力が小さければ，ダンパは一次剛性により発生する変位を微小なものとし，外力が

大きければ，エネルギ吸収をしながら伸縮するが，このダンパの特徴により稼働時と

静止時の分別が生じている． 

・開発したダンパは稼働時と静止時を有するため，ボイラ構造物を目標の変位内に収め，

累積変位量を抑えながら，エネルギ吸収をしている．そのため，長周期長時間地震に

対しても有効である． 
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第 5章 長周期長時間地震に対応するダンパの耐久性 

5・1．緒言 

本章では，ボイラ構造物の制振ダンパとして長周期長時間地震に対応するために必要

な耐久性を実験的に検証する． 

 

5・2．制振ダンパに求められる耐久性  

構造物が長周期長時間地震を受けた場合，低振動数で大振幅の変位が通常の地震より

も長い継続時間で発生する．この繰返し加振により，一般的な免震・制振装置では抵抗

力が低下するが，これは装置が稼働する時に吸収したエネルギで評価できる損傷及び発

熱が要因である．そのために地震の振動エネルギを吸収する免震・制振装置では，下記

の点について確認する必要がある． 

1）累積する変位量に対して，構成部材の損傷がないこと  

2）地震前後の抵抗力が変化しないこと，若しくは地震前後に変化する抵抗力が評価 

できること 

3）地震中の抵抗力が変化しないこと，若しくは地震中に変化する抵抗力が評価でき 

ること 

一般的な免震・制振装置の殆んどが，繰返しの変位量に限度を有するもの，繰返しに

より抵抗力が低下するもの，のいずれか若しくはその両方に属する．そのため，1)，2)

については従来から，免震・制振装置を適用検討する際には確認されてきた．しかし，

東北地方太平洋沖地震が長い継続時間の地震になったことより，3)が加えられ始めてい

る 5-(1)．この評価は，継続時間の長い地震において発生する免震・制振装置の抵抗力低

下を考慮し，地震中についても構造物をより安全に設計することを目的としている． 

本章では上記を考慮し，ダンパの耐久性に関する実験的検証を行う．実験は，下記に

示す三つの手法で行う． 

①累積する変位量に対する耐久試験 

②四章解析結果の変位応答波を用いたエネルギ吸収に対する耐久試験 

③ボイラ構造物内部を想定した温度環境下におけるエネルギ吸収に対する耐久試験 

①は，主に鋼材の塑性変形を利用したダンパで評価することが多い試験となるが，開

発したダンパでも構成上，部材の摩擦摩耗が生じる．その摩擦摩耗が機能に与える影響

を確認する． 

②は，長周期長時間地震を想定した加振を行い，開発したダンパが稼働する時に吸収

したエネルギにより生じる抵抗力の変化，及びその加振前後で生じる抵抗力変化を確認

する．繰返し加振は，ボイラ構造物が長周期長時間地震を受けた時の挙動を想定するた
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め，前章の解析結果の変位応答波を使用する． 

ボイラ構造物内部は石炭の燃焼や蒸気を利用するため常温よりも高温となるが，③は

その雰囲気温度の中で，②と同様の試験を行う． 

 

5・3．累積変位量に対する耐久試験 

5・3・1．試験方法 

試験は，0.6m/s で 3000kN の抵抗力を発生するダンパを用いて実施した．試験概要図

を図 5・1 に示す．試験体，試験機，の仕様及び計測項目は，3・5・1 項と同様とする． 

なお，次節のエネルギ吸収に対する耐久試験でも本試験と同様の試験方法とする． 

 

 

 

 

 

 

図 5・1．累積変位量に対する耐久試験 
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5・3・2．試験条件 

試験は，初期及び途中経過の特性を確認する特性確認試験と，累積変位量を負荷する

摺動試験を表 5・1 に示す手順に沿って実施した．文献によれば，振れ止め装置で確認

されている累積変位量は約 4m5-(2)であり，本試験における最終の累積変位量は，その 10

倍以上を見込み， 43.2mとした． 

特性確認試験条件を，表 5・2に示す．入力は，正弦波とし，3cycle加振した．評価は

2cycle 目の値を対象とする．抵抗力は，2cycle 目の変位を正負均等化するよう補正した

ときの Y 軸切片を読み取り，その正負絶対値平均値を評価する．速度は，2cycle目の変

位と加振振動数から算出する． 

また摺動試験条件を，表 5・3 に示す．本試験は，累積変位量がダンパ機能に与える

影響を確認することが目的である．エネルギ吸収による発熱及びその蓄積の影響を少な

くため，振動数を静的とみなせる 0.01Hz に設定し，各試験における試験開始温度は雰

囲気温度＋5℃を上限として試験を実施した．評価は，変位を正負均等化するよう補正

した時の Y軸切片値を読み取り，全 cycleの正負絶対値平均値を評価する． 

全試験における加振 cycle 数と累積変位量の関係を，図 5・2に示す． 

 

 

図 5・2．加振 cycle数と累積変位量の関係 
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表 5・1．累積変位量に対する耐久試験の試験手順 

手順 試験名称 
摺動距離 

m 

試験回数 

set 

累積摺動距離 

m 

1 特性確認試験Ⅰ 1.2 1 1.2 

2 摺動試験ⅰ 4.0 1 5.2 

3 特性確認試験Ⅱ 1.2 1 6.4 

4 摺動試験ⅱ 4.0 1 10.4 

5 特性確認試験Ⅲ 1.2 1 11.6 

6 摺動試験ⅲ,ⅳ 4.0 2 19.6 

7 特性確認試験Ⅳ 1.2 1 20.8 

8 摺動試験ⅴ,ⅵ,ⅶ 4.0 3 32.8 

9 特性確認試験Ⅴ 1.2 1 34.0 

10 摺動試験ⅷ,ⅸ 4.0 2 42.0 

11 特性確認試験Ⅵ 1.2 1 43.2 

 

 

表 5・2．特性確認試験条件 

入力 振動数 

Hz 

振幅 

± mm 

速度 

m/s 

繰返し 

cycle 

摺動距離 

m 

正弦波 0.5 100 0.314 3 1.2 

 

表 5・3．摺動試験条件 

入力 振動数 

Hz 

振幅 

± mm 

速度 

m/s 

繰返し 

cycle 

摺動距離 

m 

正弦波 0.01 100 0.0063 10 4.0 
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5・3・3．試験結果 

全試験における累積変位量について，表 5・4に示す． 

試験条件は累積変位量が 43.2m であったが，試験結果の累積変位量は 43.6m であっ

た． 

特性試験における抵抗力と変位の関係を図 5・3 に示す．同様に，摺動試験の抵抗力

と変位の関係を図 5・4～5・5に示す．抵抗力は，ほぼ変化せず，ダンパは常時安定した

抵抗力を発生している．特性試験の初回と最終回の抵抗力と変位の関係の重ね書きを図

5・6 に，同様に摺動試験の結果を図 5・7に示すが，抵抗力にほぼ変わりがないことが

確認できる．試験の結果を，抵抗力と累積変位量の関係に表した結果を図 5・8に示す． 

以上より，開発したダンパは現行振れ止め装置の 10 倍以上の累積変位量を経験して

も，その影響はほとんど受けず，安定した抵抗力を発揮できる． 

 

表 5・4．全試験による累積摺動距離 

試験種別 試験条件 試験結果 

試験名称 No. 
振動数 

Hz 

振幅 

± mm 

繰返し 

Cycle 

変位量 

m 

累積変位量 

m 

特性確認試験 Ⅰ 0.5 100 3 1.20 1.2 

摺動試験 ⅰ 0.01 100 10 4.02 5.2 

特性確認試験 Ⅱ 0.5 100 3 1.23 6.4 

摺動試験 ⅱ 0.01 100 10 4.03 10.5 

特性確認試験 Ⅲ 0.5 100 3 1.22 11.7 

摺動試験 ⅲ 0.01 100 10 4.02 15.7 

摺動試験 ⅳ 0.01 100 10 4.02 19.7 

特性確認試験 Ⅳ 0.5 100 3 1.23 21.0 

摺動試験 ⅴ 0.01 100 10 4.02 25.0 

摺動試験 ⅵ 0.01 100 10 4.02 29.0 

摺動試験 ⅶ 0.01 100 10 4.02 33.0 

特性確認試験 Ⅴ 0.5 100 3 1.23 34.3 

摺動試験 ⅷ 0.01 100 10 4.02 38.3 

摺動試験 ⅸ 0.01 100 10 4.03 42.3 

特性確認試験 Ⅵ 0.5 100 3 1.23 43.6 

 

 

 

 



131 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5・3．特性試験（Ⅰ）～（Ⅵ）までの抵抗力と変位の関係 
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図 5・4．摺動試験（ⅰ）～（ⅵ）までの抵抗力と変位の関係 
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図 5・5．摺動試験（ⅶ）～（ⅸ）までの抵抗力と変位の関係 

-4000

-2000

0

2000

4000

-150 -100 -50 0 50 100 150

F
o

rc
e
  

 k
N

Displacement   mm

Frequency:0.01Hz（ⅸ）

-4000

-2000

0

2000

4000

-150 -100 -50 0 50 100 150

F
o

rc
e
  

 k
N

Displacement   mm

Frequency:0.01Hz（ⅷ）

-4000

-2000

0

2000

4000

-150 -100 -50 0 50 100 150

F
o

rc
e
  

 k
N

Displacement   mm

Frequency:0.01Hz（ⅶ）



134 

 

 

図 5・6．特性試験（Ⅰ）と（Ⅵ）の抵抗力と変位の関係の重ね書き 

 

 

図 5・7．摺動試験（ⅰ）と（ⅸ）の抵抗力と変位の関係の重ね書き 
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図 5・8．抵抗力と累積変位量の関係 
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大速度を 0.5m/sに基準化した El Centro NS波と Hachinohe NS波は，現在のプラント設

計によく使用されているため，4 章の解析を行い，変位応答波を得た．入力する変位応

答波を図 5・9～5・11に示す．評価は，第一に加振中に抵抗力に顕著な異常がないこと

を確認する．その上で，初回の特性確認試験結果より得られた回帰式を Maxwellモデル

に代入した解析モデルとの比較を行い，差異の確認をする． 

試験手順は，表 5・7に示すとおりに行う． 

 

表 5・5．特性確認試験条件 

No. 入力波 
振動数 

Hz 

振幅 

± mm 

速度 

m/s 

繰返し 

cycle 

1 正弦波 0.5 50 0.157 3 

2 正弦波 1.0 50 0.314 3 

3 正弦波 1.0 75 0.471 3 

4 正弦波 1.0 100 0.628 3 

 

 

表 5・6．変位応答波試験条件 

入力波条件 ダンパ設定 応答波諸元 

No. 入力地震動 
最大速度

基準化 

加振時間 

s 

対 Taft EW 

倍 

最大振幅 

 mm 

最大速度 

m/s 

摺動距離 

m 

1 Taft EW 0.5m/s 54.38 － 150 0.52 2.01 

2 El Centro NS 0.5m/s 53.74 1.0 142 0.54 1.03 

3 Hachinohe NS 0.5 m/s 50.98 1.0 56 0.15 0.68 

4 Haramachi NS － 249.99 1.0 143 0.46 4.18 

5 Haramachi EW － 249.99 1.3 150 0.41 3.51 

6 Sannomaru EW － 327.64 1.4 150 0.44 4.67 

7 SZ1 － 655.3 2.6 150 0.65 1.68 

8 CH1 － 655.3 2.7 150 0.70 3.02 

9 OS1 － 655.3 1.3 150 0.53 5.99 
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表 5・7．試験手順 

手順 試験名称 入力条件 

1 特性確認試験Ⅰ 特性確認試験 No.1～4 

2 変位応答波試験ⅰ Taft EW 変位応答波 

3 変位応答波試験ⅱ El centro NS 変位応答波 

4 変位応答波試験ⅲ Hachinohe NS変位応答波 

5 確認試験Ⅱ 特性確認試験 No.1～4 

6 変位応答波試験ⅳ Haramachi NS 変位応答波 

7 変位応答波試験ⅴ Haramachi EW 変位応答波 

8 特性確認試験Ⅲ 特性確認試験 No.1～4 

9 変位応答波試験ⅵ Sannomaru EW 変位応答波 

10 特性確認試験Ⅳ 特性確認試験 No.1～4 

11 変位応答波試験ⅶ SZ1 変位応答波 

12 変位応答波試験ⅷ CH1 変位応答波 

13 特性確認試験Ⅴ 特性確認試験 No.1～4 

14 変位応答波試験ⅷ OS1 変位応答波 

15 特性確認試験Ⅵ 特性確認試験 No.1～4 
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図 5・9．変位応答波試験の入力波（Taft EW波，El Centro NS波，Hachinohe NS波） 
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図 5・10．変位応答波試験の入力波（Haramachi NS 波・EW波，Sannomaru EW波） 
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図 5・11．変位応答波試験の入力波（SZ1波，CH1波，OS1 波） 
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5・4・3．試験結果 

その 1 特性確認試験Ⅰの結果 

特性確認試験における抵抗力と変位の関係を，図 5・12に示す．また，抵抗力と速度

の関係を，図 5・13に示す．抵抗力と速度の関係より得られた回帰式 F=3365.5×V0.11を

以降の地震応答波試験の解析モデル特性式として利用する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5・12．特性確認試験Ⅰの抵抗力と変位の関係 
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図 5・13．特性確認試験Ⅰの抵抗力と速度の関係 

 

その 2 Taft EW波変位応答波試験結果 

Taft EW波の変位応答波試験の入力波と実際の変位波形の比較を図 5・14に示す．試

験波形は，約 6～8sでやや乖離する一部があるが，全体的にほぼ入力波を再現できてい

る．また抵抗力と変位の関係を，図 5・15に示す．抵抗力の試験結果は，常時安定して

おり，解析モデルの結果とほぼ合致していた． 

エネルギ吸収の時刻歴推移を図 5・16示すが，僅かながらに解析モデルの結果の方が

大きくなったものの，差異は 5％程度であり，解析モデルの再現性は高い． 

温度の時刻歴推移を図 5・17に示す．データが途切れている箇所は，最大温度が試験

終了後も上がり続けたため，別のファイルにてデータ取得したためである． 

温度は，試験終了後 77秒後に最大温度に到達し，温度上昇は約 19℃であった． 

 

図 5・14．入力波と試験波形の比較 
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図 5・15．Taft EW波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 5・16．Taft EW波変位応答波試験のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 5・17．Taft EW波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 

 

その 3 El Centro NS 波変位応答波試験結果 

El Centro NS 変位応答波の入力波と変位波形の比較を図 5・18に示す．入力波形は，

－方向で最大の変位となるが，試験波形は約 7sの+側最大付近で変位の最大値を記録し

た．これは試験機制御の影響であり，調整に限界があったため，－側の最大値をほぼ等

価にし，+側最大値を大きめに入力した．これにより実験の方が厳しい条件となり，安

全側評価となる． 

 

 

図 5・18．入力波と試験波形の比較 

 

変位と抵抗力の関係を図 5・19に示す．抵抗力の試験結果は，常時安定しており，解

析モデルの結果とほぼ合致していた． 

エネルギ吸収の時刻歴推移を図 5・20に示すが，僅かながらに解析モデルの結果の方

が大きくなったものの，差異は 2.5％程度であり，解析モデルの再現性は高い． 

温度の時刻歴推移を図 5・21に示す．データが途切れている箇所は，最大温度が試験

終了後も上がり続けたため，別のファイルにてデータ取得したためである． 
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温度は，上昇は前述の Taft EWのときより少ない 6.4℃であったが，試験終了後 38分

後に最大温度に到達する特徴があった． 

 

 

図 5・19．El Centro NS 波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 5・20．El Centro NS 波変位応答波試験のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 5・21．El Centro NS波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 

 

その 4 Hachinohe NS 波変位応答波試験結果 

Hachinohe NS 変位応答波の入力波と変位波形の比較を図 5・22に示す．入力波形

は，全体的に微小な変化が多くやや前述の二条件と比較すると，試験波形は入力波

形より乖離しているが，全体的な傾向は再現できた． 

同試験での変位と抵抗力の関係を図 5・23に示す．抵抗力の試験結果は，常時安

定しており，解析モデルの結果とほぼ合致していた． 

エネルギ吸収の時刻歴推移を図 5・24に示すが，僅かながらに解析モデルの結果

の方が大きくなったもの，差異は 6.1％程度であり，解析モデルの再現性は高い． 

温度の時刻歴推移を図 5・25に示す．データが途切れている箇所は，最大温度が

試験終了後も上がり続けたため，別のファイルにてデータ取得したためである． 

温度は，試験終了後約 80秒後に最大温度に到達し，温度上昇は約 3.5℃であった． 

 

 

図 5・22．入力波と試験波形の比較 
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図 5・23．Hachinohe NS波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 5・24．Hachinohe NS波変位応答波試験のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 5・25．Hachinohe NS波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 
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その 5 特性確認試験Ⅱの結果 

特性確認試験Ⅱにおける抵抗力と変位の関係を，図 5・26に示す．同図には，特性試

験Ⅰとの比較を示すが，その差異はほぼない．抵抗力と速度の関係を，図 5・27 に示

す．初回の特性確認試験と比較すると抵抗力は平均で約 1.8%の減少となっているが，

速度の速い二条件における変化は，1％未満とほぼ変化がない． 

以上よりダンパの抵抗力は，最大速度を 0.5m/sに基準化した Taft EW 波，El Centro NS

波，Hachinohe NS波を受けても，抵抗力の変化は僅かであると言える．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

図 5・26．特性確認試験Ⅱの抵抗力と変位の関係 
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図 5・27．特性確認試験Ⅱの抵抗力と速度の関係 

 

その 6 Haramachi NS 波変位応答波試験結果 

Haramachi NS変位応答波の入力波と変位波形の比較を図 5・28に示す．試験波形は，

入力波とほぼ一致しており，全体的に傾向は再現できた． 

同試験での変位と抵抗力の関係を図 5・29 に示す．抵抗力は常時安定しており，試験

結果は解析モデルの結果とほぼ合致していた． 

エネルギ吸収の時刻歴推移を図 5・30に示す．僅かながらに解析モデルの結果の方が

大きくなったもの，差異は 6.4％程度であり，解析モデルの再現性は高い． 

温度の時刻歴推移を図 5・31に示す．温度は，試験中に最大温度を記録し，開始から

約 180秒後に 64.1℃を記録し，温度上昇は約 33.4℃であった． 

 

 

図 5・28．入力波と試験波形の比較 



151 

 

 

図 5・29．Haramachi NS波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 5・30．Haramachi NS波変位応答波試験のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 5・31．Haramachi NS波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 

 

その 7 Haramachi EW 波変位応答波試験結果 

Haramachi EW 変位応答波の入力波と変位波形の比較を，図 5・32 に示す．試験波形

は，入力波とほぼ一致しており，全体的に傾向は再現できた。 

また同試験での変位と抵抗力の関係を図 5・33に示す，試験結果と解析モデルの結果

は，ほぼ合致していた． 

エネルギ吸収の時刻歴推移を図 5・34に示す．僅かながらに解析モデルの結果の方が

大きくなったものの，差異は 6.5％程度であり，解析モデルの再現性は高い． 

温度の時刻歴推移を図 5・35に示す．温度は，試験中に最大温度を記録し，開始から

約 190秒後に 49.4℃を記録し，温度上昇は約 24.2℃であった． 

 

 

図 5・32．入力波と試験波形の比較 
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図 5・33．Haramachi EW波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 5・34．Haramachi EW波変位応答波試験のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 5・35．Haramachi EW波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 
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その 8 特性確認試験Ⅲの結果 

特性確認試験Ⅲにおける抵抗力と変位の関係を，図 5・36に示す．抵抗力と速度の関

係を，図 5・37に示す．両図には，特性試験Ⅱとの比較を示すが，その差異はほぼない． 

以上よりダンパの抵抗力は，Haramachi NS波，Haramachi EW 波を受けても，抵抗力

の変化は僅かであると言える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5・36．特性確認試験Ⅲの抵抗力と変位の関係 



156 

 

 

図 5・37．特性確認試験Ⅲの抵抗力と速度の関係 

 

その 9 Sannomaru EW波変位応答波試験結果 

Sannomaru EW変位応答波の入力波と変位波形の比較を図 5・38に示す．試験波形は，

入力波とほぼ一致しており，全体的に傾向は再現できている． 

また同試験での変位と抵抗力の関係を図 5・39に示す．試験結果と解析モデルの結果

は，ほぼ合致していた． 

エネルギ吸収の時刻歴推移を図 5・40に示す．僅かながらに解析モデルの結果の方が

大きくなったもの，差異は 9.2％程度であり，解析モデルの再現性は高い． 

温度の時刻歴推移を図 5・41に示す．温度は，試験中に最大温度を記録し，開始から

約 235秒後に 62.4℃を記録し，温度上昇は約 35.2℃であった． 

 

 

図 5・38．入力波と試験波形の比較 
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図 5・39．Sannomaru EW波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 5・40．Sannomaru EW波変位応答波試験のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 5・41．Sannomaru EW波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 
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その 10 特性確認試験Ⅳの結果 

特性確認試験Ⅳにおける抵抗力と変位の関係を，図 5・42に示す．抵抗力と速度の関

係を，図 5・43に示す．両図には，特性試験Ⅲとの比較を示すが，その差異は平均で約

-0.3%とほぼないものといえる． 

以上よりダンパの抵抗力は，Sannomaru EW 波を受けても，抵抗力の変化は僅かと言

える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5・42．特性確認試験Ⅳの抵抗力と変位の関係 
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図 5・43．特性確認試験Ⅳの抵抗力と速度の関係 

 

その 11 SZ1 波変位応答波試験結果 

SZ1 変位応答波の入力波と変位波形の比較を図 5・44に示す．試験波形は，入力波と

ほぼ一致しており，全体的に傾向は再現できた． 

同試験での変位と抵抗力の関係を図 5・45 に示す．試験結果と解析モデルの結果は，

ほぼ合致していた．エネルギ吸収の時刻歴推移を図 5・46示す．僅かながらに解析モデ

ルの結果の方が大きくなったものの，差異は 5.1％程度であり，解析モデルの再現性は

高い．温度の時刻歴推移を図 5・47に示す．温度は，試験中に最大温度を記録した．開

始から約 634秒後に 37.1℃を記録し，温度上昇は約 10.1℃であった。 

 

 

図 5・44．入力波と試験波形の比較 
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図 5・45．SZ1 波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 5・46．SZ1 波変位応答波試験のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 5・47．SZ1 波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 

 

その 12 CH1 波変位応答波試験結果 

CH1 変位応答波の入力波と試験波形の比較を図 5・48に示す。試験波形は、入力波と

ほぼ一致しており、全体的に傾向は再現できた。 

同試験での変位と抵抗力の関係を図 5・49 に示す。試験結果と解析モデルの結果は，

ほぼ合致していた。エネルギ吸収の時刻歴推移を図 5・50に示す。僅かながらに解析モ

デルの結果の方が大きくなったもの、差異は 7.0％程度であり、解析モデルの再現性は

高い。温度の時刻歴推移を図 5・51に示す。温度は、試験中に最大温度を記録し、開始

から約 291秒後に 46.2℃を記録し、温度上昇は約 19.6℃であった。 

 

 

図 5・48．入力波と試験波形の比較 



163 

 

 

図 5・49．CH1波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 5・50．CH1波変位応答波試験のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 5・51．CH1波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推 
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その 13 特性確認試験Ⅴの結果 

特性確認試験Ⅴにおける抵抗力と変位の関係を，図 5・52に示す．抵抗力と速度の関

係を，図 5・53に示す．両図には，特性試験Ⅳとの比較を示すが，抵抗力の変化は平均

で-0.1%とその差異はほぼない． 

以上よりダンパの抵抗力は，SZ1 波及び CH1 波を受けても，抵抗力の変化は僅かと言

える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5・52．特性確認試験Ⅴの抵抗力と変位の関係 
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図 5・53．特性試験Ⅴの抵抗力と速度の関係 

 

その 14 OS1 波変位応答波試験結果 

OS1 波変位応答波の入力波と変位波形の比較を図 5・54に示す．試験波形は，入力波

とほぼ一致しており，全体的に傾向は再現できた． 

同試験での変位と抵抗力の関係を図 5・55 に示す．試験結果と解析モデルの結果は，

ほぼ合致していた。エネルギ吸収の時刻歴推移を図 5・56に示す．僅かながらに解析モ

デルの結果の方が大きくなったもの，差異は 9.4％程度であり，解析モデルの再現性は

高い。温度の時刻歴推移を図 5・57に示す．温度は，試験中に最大温度を記録した．開

始から約 260秒後に 74.8℃を記録し，温度上昇は約 48.5℃であった． 

 

 

図 5・54．入力波と試験波形の比較 
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図 5・55．OS1 波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 5・56．OS1 波変位応答波試験のエネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 5・57．OS1 波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 
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その 15 特性確認試験Ⅵの結果 

OS1 変位応答波試験後の抵抗力と変位の関係を，図 5・58に示す。また抵抗力と速度

の関係を、図 5・59 に示す．前回と比較すると，抵抗力は平均で約 2.2％の低下が確認

できた．抵抗力の低下量は，変位応答波加振後の特性試験において最大となり，抵抗力

と速度の関係より得られた回帰式は F=3222×V0.12 となった。しかしながら，低下量は

小さく，ダンパの抵抗力は，OS1波を受けても，抵抗力の変化は僅かと言える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5・37．入力波と試験波形の比較 

図 5・18．El Centro NS波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

図 5・19．El Centro NS 波変位応答波試験のエネルギ吸収の時刻歴推移 

図 5・20．El Centro NS 波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5・58．特性試験Ⅵの抵抗力と変位の関係 
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図 5・59．特性試験Ⅵの抵抗力と速度の関係 
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5・5．ボイラ構造物内部を想定した温度環境下におけるエネルギ吸

収に対する耐久試験 

5・5・1．試験方法 

試験は，0.6m/sで 300kNの抵抗力を発生するダンパを用いて実施した．試験概要図を

図 5・60 に示す．試験体，試験機，の仕様及び計測項目は，3・6・1項と同様とする． 

 

 

 

 

図 5・60．ボイラ構造物内部を想定した温度環境下でのエネルギ吸収に対する試験概要図 

 

5・5・2．試験条件 

本試験では，ボイラ構造物の内部環境温度を想定した+60℃の雰囲気内前項同様の試

験を実施する．  

特性確認試験の条件を，表 5・8に示す．入力は，正弦波とし，3cycle 加振した．評価

は 2cycle目の値を対象とする．抵抗力は，2cycle 目の変位を正負均等化するよう補正し

たときの Y軸切片を読み取り，その正負絶対値平均値を評価する．速度は，2cycle目の

変位と加振振動数から算出する． 

変位応答波試験の条件を，表 5・9に示す．本試験では，実際の観測波である Haramachi 

EW波とエネルギ吸収の負荷の大きかった Sannomaru EW波及び OS1波の 3条件につい

て加振試験を行う．評価は，第一に加振中に抵抗力に顕著な異常がないことを確認する．

その上で，3・6・3 項の試験結果より得られた 20℃及び 60℃の回帰式を Maxwellモデル

に代入した解析モデルとの比較を行い，差異の確認をする．図 5・61に温度依存性試験

の 20℃と 60℃の試験結果及びその回帰式を示す．また，入力する変位応答波を図 5・62

に示す． 

 

 

 

変位計 
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アクチュエータ 

取付治具 

（クレビス） 
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表 5・8．特性確認試験条件 

入力波 
振動数 

Hz 

振幅 

± mm 

速度 

m/s 

繰返し 

cycle 

正弦波 1.0 100 0.628 3 

 

表 5・9．ボイラ内部環境下の変位応答波試験条件 

入力波条件 ダンパ設定 応答波諸元 

No. 入力地震動 
最大速度

基準化 

加振時間 

s 

対 Taft EW 

倍 

最大振幅 

 mm 

最大速度 

m/s 

摺動距離 

m 

1 Haramachi EW － 249.99 1.3 150 0.41 3.51 

2 Sannomaru EW － 327.64 1.4 150 0.44 4.67 

3 OS1 － 655.3 1.3 150 0.53 5.99 

 

 

図 5・61．温度依存性試験のおける 20℃及び 60℃の試験結果とその回帰式 
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図 5・62．ボイラ構造物内部環境を想定した変位応答波試験の入力波 
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5・5・3．試験結果 

その 1 Haramachi EW 波変位応答波試験結果 

+60℃環境下において Haramachi EW 波を入力した時の、入力波と試験波形の比較を

図 5・63 に示す。試験波形は，ほぼ再現できている． 

変位と抵抗力の関係を図 5・64に示す。入力波による加振が繰返し続いても、抵抗力

は極端に増減することはなく、常時安定していた。試験結果との解析モデルも同図に示

す。20℃の解析モデルの結果は，60℃よりも乖離するが，抵抗力とエネルギ吸収を評価

するうえでは安全側にあるといえる．エネルギ吸収の時刻歴推移を図 5・65に示す。試

験結果と 60℃の解析モデルの抵抗力は、約 4.0%の差であった．試験結果と 20℃の解析

モデルの抵抗力は，約 7.9%であり，いずれの解析モデルでも試験結果を再現できている

ことが確認できる。また，温度の時刻歴推移を図 5・66に示す．温度は最大で 83.4℃を

記録し，温度上昇は 23.4℃となった． 

変位応答波試験前後の特性確認試験の結果を、図 5・67に示す。変位応答波試験では、

最大温度が 83.4℃に達したが、試験前後の特性はほぼ変化がなかった。 

 

 

図 5・63．入力波と試験波形の比較 
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図 5・64．+60℃環境下における Haramachi EW 波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 5・65．+60℃環境下における Haramachi EW波変位応答波試験の 

エネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 5・66．+60℃環境下における Haramachi EW波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 

 

 

図 5・67． Haramachi EW波変位応答波試験前後の特性確認試験における 

抵抗力と変位の関係 
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その 2 Sannomaru EW 波変位応答波試験結果 

+60℃環境下において Sannomaru EW 波を入力した時の、入力波と試験波形の比較を

図 5・68 に示す。試験波形は，ほぼ再現できている． 

変位と抵抗力の関係を図 5・69に示す。入力波による加振が繰返し続いても、抵抗力

は極端に増減することはなく、常時安定していた。試験結果との解析モデルも同図に示

す。20℃の解析モデルの結果は，60℃よりも乖離するが，抵抗力とエネルギ吸収を評価

するうえでは安全側にあるといえる．エネルギ吸収の時刻歴推移を図 5・70に示す。試

験結果と 60℃の解析モデルの抵抗力は、約 1.4%の差であった．試験結果と 20℃の解析

モデルの抵抗力は，約 7.9%であり，いずれの解析モデルでも試験結果を再現できている

ことが確認できる。また，温度の時刻歴推移を図 5・71に示す．温度は最大で 89.6℃を

記録し，温度上昇は 29.6℃となった． 

変位応答波試験前後の特性確認試験の結果を、図 5・72に示す。変位応答波試験では、

最大温度が 89.6℃に達したが、試験前後の特性はほぼ変化がなかった。 

 

 

図 5・68．入力波と試験波形の比較 
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図 5・69．+60℃環境下における Sannomaru EW波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 5・70．+60℃環境下における Sannomaru EW波変位応答波試験の 

エネルギ吸収の時刻歴推移 
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図 5・71．+60℃環境下における Sannomaru EW波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 

 

 

図 5・72． Sannomaru EW波変位応答波試験前後の特性確認試験における 

抵抗力と変位の関係 
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その 3 OS1波変位応答波試験結果 

+60℃環境下において OS1波を入力した時の、入力波と試験波形の比較を図 5・73に

示す。試験波形は，ほぼ再現できている． 

変位と抵抗力の関係を図 5・74に示す。入力波による加振が繰返し続いても、抵抗力

は極端に増減することはなく、常時安定していた。試験結果との解析モデルも同図に示

す。20℃の解析モデルの結果は，60℃よりもやや乖離が大きい結果となった．エネルギ

吸収の時刻歴推移を図 5・75に示す。試験結果と 60℃の解析モデルの抵抗力は、約 0.3%

の差と乖離はなかったが，試験結果と 20℃の解析モデルの抵抗力は，約 11.4%であった． 

20℃の解析モデルの結果は乖離がやや大きいが，それでも 10%程度であり解析における

精度は十分に果たせる．また 20℃の解析モデルは，試験結果のほうが抵抗力もエネルギ

吸収も増加側にあり，評価としては安全側にある．従って解析モデルは，両方使用でき

る範囲にある． 

また，温度の時刻歴推移を図 5・76に示す．温度は最大で 90.3℃を記録し，温度上昇

は 30.3℃となった． 

変位応答波試験前後の特性確認試験の結果を、図 5・77に示す。変位応答波試験では、

最大温度が 90.3℃に達したが、試験前後の特性はほぼ変化がなかった。 

 

 

図 5・73．入力波と試験波形の比較 
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図 5・74．+60℃環境下における OS1波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 

 

 

図 5・75．+60℃環境下における OS1波変位応答波試験のエネルギ吸収の時刻歴推移 

 



182 

 

 

図 5・76．+60℃環境下における OS1波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 

 

 

図 5・77． OS1波変位応答波試験前後の特性確認試験における 

抵抗力と変位の関係 
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5・6．開発したダンパの耐久性能の簡易評価 

開発したダンパは，前節までの試験結果に示すように東北地方太平洋沖地震の観測波

や南海トラフ沿いの巨大地震を想定した設計用長周期地震動を受けている間にも，抵抗

力がほぼ変化しない優れた性能を示した．そこで，本試験結果を更に活用するために，

ダンパの定格抵抗力，ダンパの寸法及び地震波に依らず耐久性を評価する手法を提案す

る． 

提案する手法は，一回の地震でダンパが吸収するエネルギが，これまでに実験でダン

パの健全な動作が確認されたエネルギ以下になっているかを確認するものである．ここ

で，ダンパの定格抵抗力やダンパの寸法に依存しない評価にするため，ダンパが吸収し

たエネルギをダンパ内部の粘性流体体積で除した単位体積当たりのエネルギ吸収量を

評価に用いた． 

また，ダンパの抵抗力は応答速度により変化するため，実験でダンパの健全な動作が

確認されたエネルギの応答速度に着目して整理した．なお，図 5・78 の Sannomaru EW

波の結果のように，ダンパの稼働時間は地震継続時間の一部である．そこで，応答速度

はダンパがエネルギ吸収をしたΔt間におけるダンパの速度の RMS 値（以降：平均速度

と呼称）で評価する．また，図 5・79 の Haramachi NS 波の結果のように，t間に非常

に長い静止時がある場合は，t間だけでなく稼働時を分割して評価する．例えば，図 5・

79の Haramachi NS波ではt間に約 30秒の長い静止時があるため，t1間とt2間に分割

して評価した． 

 

図 5・78．Sannomaru EW波のエネルギ吸収の時刻歴推移 

t 



184 

 

 

図 5・79．Haramachi NS波のエネルギ吸収の時刻歴推移 

 

単位体積当たりのエネルギ吸収量とΔt 間の平均速度の関係を図 5・80 に示す．本図

は，前節までの耐久試験結果の抵抗力と変位の関係及びエネルギ吸収の時刻歴推移を整

理したものである．同図の凡例の Haramachi NS Sep.1 は図 5・79のΔt1間の値を示し，

Sep.2はΔt2間の値を示す．また，(300)は，定格抵抗力が 300kNのダンパの結果を示す．

同図に，各平均速度において単位体積当たりのエネルギ吸収量が最大となるプロットを

結んだ点線を示す．同線の内側にあれば，ダンパの負荷が実験で確認した範囲にあるこ

とを示す．例えば，試験を実施していない寸法のダンパや地震波に対して，地震応答解

析を実施し，ダンパが吸収したエネルギが同線の内側にあれば，ダンパは健全に動作す

るといえる．  

図 5・80は，構造物設計において下記に示すように適用できる． 

(1) 構造物の地震動応答解析を行い，ダンパのエネルギ吸収，速度を算出する． 

(2) (1)から図 17に示すエネルギ吸収の時刻歴推移を得て，エネルギ吸収している時間帯

Δtを決定する． 

(3) Δt 間のエネルギ吸収をダンパ内部の粘性流体の体積で除し，単位体積当たりのエネ

ルギ吸収量に換算する．また，Δt間におけるダンパの平均速度を算出する． 

(4) (3)の結果を図 5・79 にプロットする．結果が点線の内側にあれば，前節までの試験

結果同等以下と判断でき，検討した入力地震動では，連続加振の前後でも，連続加振

中も抵抗力低下がほぼない評価となる．(3)の結果が図 5・80 の点線の外側になった

場合は，実験でダンパの健全性が確認されていない評価となる．この場合，エネルギ

t 

t1 

t2 
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吸収を分散させるためにダンパ本数を増加するか，若しくは実験を実施して抵抗力

の低下が発生しないこと確認する必要がある． 

 

以上の手法により，ダンパの定格抵抗力及びダンパの寸法に依存しない評価ができ

る．また，単位体積当たりのエネルギ吸収量とエネルギ吸収した時間におけるダンパ

の平均速度の関係をまとめた図 5・80は，既往の実験結果の範囲を示すことができ

る．また，同図はダンパ耐久性評価の指標にすることができる． 

 

 

図 5・80．単位体積当たりのエネルギ吸収量と平均速度の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

200000

400000

600000

800000

0.000 0.050 0.100 0.150 0.200 0.250

E
n

e
rg

y
 D

is
s
ip

a
ti

o
n

  
 k

N
m

/m
3

Average velocity of Main moving   m/s

Taft EW

El cetro NS

Hachinohe NS

Haramachi NS

Haramachi EW

Sannomaru EW

SZ1

CH1

OS1

Haramachi NS

sep.1
Haramachi NS

sep.2
Haramachi

EW(300)
Sannomaru

EW(300)
OS1(300)



186 

 

5・7．結言 

本章では，ボイラ構造物の制振ダンパとして開発したダンパを使用した時に，長周期

長時間地震に対応できることを確認するための耐久試験を実施した．その結果より以下

の知見を得た． 

・累積摺動距離に対する耐久性を確認する試験において，43mを超える累積変位量で

も抵抗力は安定していた．これは，現在の振れ止め装置の許容累積変位量が 4m で

あることに対して 10倍以上となる． 

・エネルギ吸収に対する耐久性を確認する試験において，一般的な免震装置・制振装

置では，加振の繰返しにより抵抗力が低下するが， 開発したダンパは，長い継続時

間の加振中も，その加振の前後でも抵抗力はほぼ低下せず，安定した特性を示して

いた． 

・+60℃環境下におけるエネルギ吸収に対する耐久性を確認する試験でも，上記のこ

とが確認できた．ボイラ構造物内部に設置したときに本試験条件相当の長周期長時

間地震を受けても，地震中もその前後もダンパは性能を維持できることを示した． 

・エネルギ吸収に対する耐久性を確認する試験において，解析モデルの抵抗力は，試

験結果に対して±10%の範囲にあり，プラント設計において十分な精度がある． 

・+60℃環境下におけるエネルギ吸収に対する耐久性を確認する試験において，20℃

と 60℃の解析モデルの精度を比較した．60℃の解析モデルの抵抗力は，試験結果と

ほぼ同等であった．20℃の解析モデルの抵抗力は，それより乖離はあるものの，そ

の乖離は最大で約 10%程度であった．プラントの応答性状を確認する解析において

は抵抗力，エネルギ吸収ともに安全側にあるため，十分に使用できる範囲にある． 

 

以上より，大地震の繰返しや長周期長時間地震に対して開発したダンパは十分に耐久

出来る性能を有しており，また設計精度も高いと言える． 
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第 6章 ボイラ構造物への適用 

6・1．緒言 

本章では，開発を進めてきたダンパをボイラ構造物に適用するために，プラント設計

時の一部に採用される多質点によるフレーム解析を行い，開発したダンパの制振効果と

適用方法を示す． 

 

6・2．多質点モデルを用いた地震応答解析手法 

ボイラ構造物は，図 6・1 に示すように，支持構造物，ボイラ及び振れ止め装置若し

くはダンパから成る．本解析モデルでは，ボイラ構造物を図 6・2 に示すようなフレー

ムモデルで表現する．支持構造物，ボイラは弾性変形のみを考慮するものとし，フレー

ムは各階層の床レベルにおいてせん断ばねで連結されている．振れ止め装置若しくはダ

ンパは，図 6・3に示すように支持構造物とボイラの間の 10個所に設置した．振れ止め

装置の解析モデルを図 6・4 に示す．振れ止め装置は，一次剛性と二次剛性の比が 1/41

となる設定とした．また，開発したダンパの解析モデルを図 6・5 に示す．ダンパの解

析モデルは，減衰の項に抵抗力が速度の 0.1乗に比例するMaxwellとした． 

振れ止め装置及びダンパの抵抗力は，0.5m/sに基準化した Taft EW波を入力した時に，

支持構造物とボイラの相対変位が両振幅で 300mm を超えないことと層せん断力ができ

るだけ小さくなるように事前解析を繰返しながら設定した． 

本解析では，第一に，過去の様々な地震波を用いて，制振性能の検討を行う．入力波

は，すべて 0.5m/s に基準化し，種類は Taft EW 波，El Centro NS波，Hachinohe NS波，

の他，気象庁にて兵庫県南部地震の際に観測した Kobe NS 波，防災科学研究所の K-net

で観測したMihama NS波，Haramachi NS波を使用した．Mihama NS 波は，2004年紀伊

半島南東沖地震の時に，愛知県の美浜地区（AIC016，美浜（MIHAMA）北緯：34.7788°，

東経：136.9087°）で観測された長周期成分を有する波形である．K-netの美浜地区観測

点について，図 6・6 に示す．この周辺の沿岸部には，火力発電所が多く所在すること

から，本波形を採用した．入力波の加速度応答スペクトルについて，図 6・7に示す．ま

た入力した加速度波形について，図 6・8~6・13に示す． 

第二に各装置の性能ばらつきが制振性能に及ぼす影響を確認する．装置の性能ばらつ

きは，振れ止め装置，開発したダンパ共に±10%を考慮する．振れ止め装置では，剛性

と降伏荷重を±10%変化させ，ダンパは cの値を±10%変化させ，最大速度を 0.5m/sに

基準化した Taft EW波を入力する． 

 第三に，開発したダンパをボイラ構造物へ設置した時の各ダンパの特性がプラント

の制振性能に与える影響を検討する．元のパラメータを 100としたときに，各層のダン
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パの減衰定数 c を 20%増加させたときの解析結果と元のパラメータの解析結果を比較

する．  

 

 

図 6・1．ボイラ構造物の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6・2．ボイラ構造物の解析モデル 

 

 

Support structure Stopper or Developed damper Boiler 
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図 6・3．振れ止め装置及びダンパの配置箇所 

   

 

図 6・4．振れ止め装置の解析モデル 
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                        Maxwell Model 

図 6・5．開発したダンパの解析モデル 

 

 

図 6・6．K-netの観測点の所在地 

（AIC016，美浜（MIHAMA），北緯：34.7788°，東経：136.9087°） 
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図 6・7．最大速度 0.5m/s に基準化した入力波の加速度応答スペクトル 

 

 

 

図 6・8．最大速度 0.5m/s に基準化した Taft EW波 
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図 6・9．最大速度 0.5m/s に基準化した El Centro NS波 

 

 

図 6・10．最大速度 0.5m/sに基準化した Hachinohe NS波 

 

 

図 6・11．最大速度 0.5m/sに基準化した Kobe NS波 
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図 6・12．最大速度 0.5m/sに基準化したMihama NS 波 

 

 

図 6・13．最大速度 0.5m/sに基準化した Haramachi NS波 
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6・3．多質点解析モデルを用いた地震応答解析結果 

多質点解析モデルに地震波を入力した時の結果を最大抵抗力，最大相対変位，累積変

位量及び層せん断力及びで評価する．結果は，図 6・14に示す位置の装置の結果とした． 

最大抵抗力の結果を，図 6・15に示す．振れ止め装置は，地震波によって最大抵抗力

の変化が大きいことに対して，開発したダンパは変化が少ない．振れ止め装置では，降

伏荷重及び二次剛性を有しているため，発生する変位によって抵抗力が異なるが，開発

したダンパでは抵抗力が速度の 0.1 乗に比例するため，動き出してからは発生する抵抗

力の変化が少なくなるためである． 

各層の装置抵抗力は，振れ止め装置のばらつきが少ない．これはこれまでの採用実績

より，適正配置の検討が進んでいるためである．一方，開発したダンパでは上下層のダ

ンパが安定して抵抗力を発生しているが，中間の#4で抵抗力が小さい傾向がある．#4等

中間層のダンパをより稼働させることで今後更なる制振効果が期待できるため，開発し

たダンパにおいて適正な配置をすることが今後の課題となる． 

最大相対変位の結果を，図 6・16に示す．Mihama NS波ではやや大きくなっているも

のの，全体的に相対変位は約 150mm となっており，上層の装置が下層の装置よりも，

変位が大きくなっている．但し，最大相対変位の結果は，両者ともに類似した傾向とな

っている．現状では同等程度はあるものの，開発したダンパは，抵抗力の適正化をより

図ることで更なる低減が期待できる． 

層せん断力の結果を，図 6・17に示す．層せん断力は，僅かではあるものの開発した

ダンパの方が低下傾向にある．層せん断力の結果は，振れ止め装置では，Mihama NS波

が最大となり，開発したダンパでは Kobe NS 波で最大となった．この差異は，装置剛性

の差異による固有周期の相違によるものであるが，全体的には抑制傾向にあった開発し

たダンパの結果でも地震波種別により結果が逆転する場合もあるため，プラント設計の

差異には留意すべき点となる．対策は，様々な地震波により設計を検討するが挙げられ

る． 

累積変位量の結果を，図 6・18に示す．累積変位量も振れ止め装置と開発したダンパ

ではほぼ同等である．しかしながら，振れ止め装置は，これまでに確認されている累積

変位量が 4m6)-1 に対して開発したダンパでは，確認している範囲で約 10 倍となってい

る．振れ止め装置においては，一部が Haramachi NS 波やMihama NS波でその許容範囲

を超えている．一方開発したダンパでは，許容限度までに十分な裕度があることが確認

できる． 
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図 6・14．結果を示す振れ止め装置若しくはダンパの位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 6・15．地震波を入力した時の振れ止め装置（左）と開発したダンパ（右）の最大抵抗力 
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図 6・16．地震波を入力した時の振れ止め装置（左）と開発したダンパ（右）の変位 

 

  

 

図 6・17．地震波を入力した時の振れ止め装置（左）と開発したダンパ（右）の層せん断力 
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図 6・18．地震波を入力した時の振れ止め装置（左）と開発したダンパ（右）の累積変位量 
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6・4．装置の性能ばらつきが制振性能に及ぼす影響 

多質点解析モデルに性能ばらつきを与えた振れ止め装置，開発したダンパを設置し，

地震波を入力した時の結果を，装置の抵抗力と変位の関係及び層せん断力で評価する．

結果は，図 6・19 に示す位置の装置のものを示す．また，発生する抵抗力が大きく変位

量の大きい傾向にあった最頂部(#1）と最下部(#10)の結果を示す． 

振れ止め装置及び開発したダンパの抵抗力と変位の関係を図 6・20～6・21 に示す．

結果は，振れ止め装置と開発したダンパ共に，抵抗力が大きいと変位が小さくなり，抵

抗力が下がると逆に変位が大きくなる． 

層せん断力の結果を，図 6・22に示す．結果は，開発したダンパの層せん断力が小さ

くなり，ばらつきによる影響も小さい．これは，振れ止め装置は，抵抗力と剛性が変化

することに対して，開発したダンパでは剛性の変化がほぼなく，抵抗力だけが変化する

ためである． 

 

 

 

 

 

 

 

図 6・19．結果を示す振れ止め装置及びダンパの位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6・20．性能ばらつきを与えた振れ止め装置の抵抗力と変位の関係 
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図 6・22．性能ばらつきを与えた振れ止め装置（左）と 

開発したダンパ（右）を設置した場合の層せん断力 

 

図 6・21．性能ばらつきを与えた開発したダンパの抵抗力と変位の関係 
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6・5．各層のダンパ特性がプラントの制振性能に与える影響 

開発したダンパの感度解析を，表 6・1 に示す条件で実施した．解析結果を，最大抵

抗力，最大相対変位，層せん断力で評価する． 

全体の傾向として，ダンパの発生抵抗力は，いずれの条件でも 15%以上増加した．ま

た最大相対変位は減少するが，層せん断力は増加する．これらは，ダンパの減衰定数を

20%増加させたためである．感度解析の結果を，図 6・23に示す．  

この傾向に対して，#1 のダンパは変化の感度が低い．#2～#8 のダンパでは，変形量

の減少と層せん断力の増加は，#1 よりは発生するが顕著な増減はない．一方，#9、#10

のダンパでは，ダンパの抵抗力と層せん断力の増加は小さく，且つ最大相対変位を大き

く減少できており，感度が高い．これは，図 6・16の右図に示すように，開発したダン

パでは下層のダンパの変位が小さくなる傾向がある．変位が小さい分，下層のダンパの

速度は上層のダンパよりも低くなる．そのため，減衰定数を増加させても，ダンパの抵

抗力の増加が少なく，同時に層せん断力も増加しにくい．しかし，小振幅におけるエネ

ルギ吸収は確実に増加するため変位が減少する． 

以上より，下層のダンパがプラントの制振効果に寄与する感度が高いため，プラント

設計においては下層のダンパの特性を調整することが効果的である．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6・1．各層の減衰定数の比 

No. 

解析条件 

減衰定数比 対 Original 

Original 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

1 1 1.2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

2 1 1 1.2 1 1 1 1 1 1 1 1 

3 1 1 1 1.2 1 1 1 1 1 1 1 

4 1 1 1 1 1.2 1 1 1 1 1 1 

5 1 1 1 1 1 1.2 1 1 1 1 1 

6 1 1 1 1 1 1 1.2 1 1 1 1 

7 1 1 1 1 1 1 1 1.2 1 1 1 

8 1 1 1 1 1 1 1 1 1.2 1 1 

9 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.2 1 

10 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.2 
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図 6・23．Taft EW波を入力した各層のダンパの感度解析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



203 

 

6・6．結言 

本章では，ボイラ構造物の設計時に使用される多質点によるフレーム解析を行い，開

発したダンパの制振効果と適用方法について，下記の結果を得た． 

・開発したダンパは，制振性能においては従来の振れ止め装置同等程度の効果となった．

最大抵抗力，最大相対変位は，ほぼ同等であり，層せん断力は僅かに上回る結果となっ

た． 

・配置された 10 体の装置の挙動より，従来の振れ止め装置では適正な配置が図られて

いることが確認できた．開発したダンパについては，本解析結果では同等程度ではあっ

たものの，適正な配置検討を図ることで，より制振効果を高めることができる． 

・開発したダンパは，累積変位量の許容限度については，振れ止め装置よりも優位性を

示すことが出来た．振れ止め装置では，長周期長時間地震においては一部許容限度を超

えるものもあったが，開発したダンパにおいては許容限度の 25%以下であり，許容限度

にもまだ裕度がある． 

・開発したダンパの性能ばらつきが与える制振性能への影響は，振れ止め装置より少な

い．振れ止め装置はばらつきを考慮すると，抵抗力に加えて剛性も変化するため，抵抗

力変動が大きくなるが，開発したダンパでは抵抗力だけが変化するため少なくなる． 

・配置したダンパの制振性能への影響を確認する感度解析結果より，上層部のダンパよ

りも下層部のダンパの感度が高いことが確認できた． 
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第 7章 結言 

本研究では，石炭火力発電所のボイラ構造物の制振技術に適するダンパ特性を解析的

に探索し，その特性を有するダンパを開発した．また現在の耐震設計の課題となってい

る長周期長時間地震に対応できることを解析的，実験的に検証した．本研究開発で得た

知見を以下に示す． 

 

・ボイラ構造物の制振においては，ボイラ本体と支持構造物が配管や機器と連結されて

いるため，最大相対変位を抑制することが第一の目的となる．また，配管連結部の可動

性を考慮し，累積変位量を抑制することを第二の目的とした．応答加速度は現状同等程

度としたとき，これらを満たすことのできるダンパは，抵抗力と変位の関係が矩形形状

となる特性であった． 

 

・抵抗力と変位の関係が，矩形形状となるダンパを，高粘度の粘性流体を使用して実現

した．その理論式は，ナビエ・ストークスの式と粘性率変数を用いて，下記のように示

すことができる． 

 

 

 

・実大級の 3000kN ダンパを試作し，動的載荷実験を実施し，ダンパの特性を確認した．

抵抗力と変位の関係は，矩形形状となることが確認できた．ダンパの抵抗力は速度の 0.1

乗に比例することが確認できた． 

 

・ボイラ構造物内部は，石炭の燃焼や蒸気を利用するため，環境温度が高い．その温度

は 60℃と推定されるため，300kNダンパを試作し，同環境下における抵抗力の温度依存

性を確認した．抵抗力は，温度が上昇すると増加する傾向はあるものの，常温環境下と

60℃で約 5%しか変化せず，温度への依存性は小さい． 

 

・開発したダンパ特性を地震応答解析で計算するために，Maxwell モデルで表現した．

同モデルの減衰の項には抵抗力の速度依存式を，剛性の項には試験結果で得た一次剛性

を用いた．解析モデルは，試験結果を良好に再現することが出来た． 
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・開発したダンパを設置したボイラ構造物に，現在の耐震設計の課題となる長周期長時

間地震を入力する解析を行い，開発したダンパの適応性を確認した．長周期長時間地震

に対してダンパは，一次剛性を働かせることによりボイラの揺れを微小振幅に留める時

間とボイラを変位させエネルギ吸収の機能を働かせる時間に分別し，自らの発熱を効率

よく抑制しながらエネルギ吸収する． 

 

・長周期長時間地震の揺れをすべてエネルギ吸収した場合，過大な負荷が耐久性能とし

てダンパに要求される．上記は，ダンパが機能維持できることはプラントの機能維持に

繋がるため，長周期長時間地震に対しては耐震性向上を図る有効な一手段である． 

 

・長周期長時間地震を考慮した地震応答解析結果の変位応答波と実大級の 3000kN ダン

パを用いて，動的載荷試験を行った．また同様の試験を，300kNダンパを用いてボイラ

構造物内環境を想定した温度環境下で行った．いずれの試験においてもダンパの抵抗力

は，長周期長時間地震の加振中も，その試験前後でもほぼ変化がなかった．一般的な免

震・制振装置では抵抗力特性が低下することが多いことを鑑みれば，本ダンパは優れた

特徴を有する． 

 

・変位応答波試験の結果をまとめ，ダンパが吸収したエネルギ吸収を，内部の粘性流体

の単位体積当たりのエネルギ吸収量に換算し，ダンパ稼働時間の平均速度で関係づける

ことにより，ダンパ容量や地震波種類に依存しない既往の実験範囲を示した．これによ

り，構造物の地震応答解析結果があれば，ダンパの耐久性を類推できる． 

 

・プラント設計で使用される多質点モデルを用いた地震応答解析を行い，開発したダン

パの制振性能の確認を行った．従来の振れ止め装置の方が，これまでの実績により適正

配置されているものの，現状でも同等の制振性能があり，累積変位量による装置寿命評

価及びばらつきの影響評価では振れ止め装置よりも優位性を示した．なお，開発したダ

ンパの適正な配置については今後の課題とする． 

 

・多質点モデルを用いた感度解析によれば，上層よりも下層のダンパ抵抗力を増加させ

ることで，層せん断力の増加を抑えながら最大相対変位を抑制できる． 

 

以上より，石炭火力発電所のボイラ構造物の制振技術に適する粘性流体ダンパを開発

し，その有効性を示した． 今後，本ダンパによるボイラ構造物の制振技術の実用化を図

る．本研究開発の間にも，気象庁震度階級 7 を記録する熊本地震（2016 年），北海道胆

振東部地震（2018年）が発生した．特に後者では，石炭火力発電所におけるボイラの損

傷の他，火力発電所停止による被害も発生した．本研究開発は，有事の際の地震被害か
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らボイラ構造物を守り，電力の安定供給に寄与できるものであり，本技術の早期導入が

期待される． 

 また，本研究は対象をボイラ構造物としたが，構造物と内蔵される機器が配管で連結

される産業プラントでは，本論文で記した手法に伴い制振化することが可能である．

B.C.P.(Business continuity planning)の観点からも，長周期長時間地震を受けてもダンパが

損傷せず，プラントが機能維持できることは有意義であり，同手法を普及できるよう研

究活動を発展・推進させる． 
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